
　３月１１日午後２時４６分ごろ、マグニチュード９.０を
記録する地震が東北地方太平洋沖で発生し、停電や
火災、津波などの被害が拡大した。さらに、政府は
福島第１、第２原発について原子力災害緊急事態を
宣言した。厚生労働省は東北地方太平洋沖地震への
対応として、省内で災害対策本部を設置、大臣室で
対策本部会議の打ち合わせを開始し、各局に対応を

指示した。
　経済産業省は３月７日、経済産業相の諮問機関で
ある産業構造審議会・基本政策部会を開き、社会保
障改革に関する検討を始めた。経済成長と社会保障
制度の持続可能性を両立させるため、負担の在り方
や社会保障給付の効率化などを議論。４月下旬をめ
どに提言をまとめる。
　小児用肺炎球菌ワクチンとヒブワクチンを含むワ
クチン同時接種後に乳幼児が死亡した例が５例報告
されたことを受け、厚生労働省の薬事・食品衛生審

京都保険医新聞

３

情
勢
ト
ピ
ッ
ク
ス

第１４１号

２０１１年（平成２３年）３月２5日　毎月５日・ 20日・ 25日発行 （昭和２６年３月５日第３種郵便物認可）　第２７８０号

今月の主な動き

場　　所開始時間行　　　事
南丹市国際交流会館午後２時３０分亀岡・船井医師会との懇談会５月７日土
ルームＡ～Ｃ午後２時新規開業予定者のための講習会５月１１日水
ルームＡ～Ｃ午後３時第６４０回社会保険研究会５月１４日土
登録会館（烏丸御池）午後２時環境講演会５月２１日土
ルームＡ～Ｃ午後２時新しく医院・診療所に勤められた方のための講習会５月２６日木
ルームＡ～Ｃ午後２時新規開業予定者のための講習会５月２８日土

今
後
の
予
定

※太字は一般参加の行事、詳細は後掲３０～３３ページ

場　　所開始時間行　　　事
ルームＡ午後２時保険審査通信検討委員会・保険部会１日金
御所西　京都平安ホテル（旧ホテル平安会館）午後２時３０分消化器診療内容向上会

２日土
京都国際ホテル午後４時小児科診療内容向上会

午後２時各部会５日火
ルームＡ午後２時３０分コミュニケーション委員会９日土
集合：京阪宇治駅前午前９時環境ハイキング－宇治近郊の里山・古刹を巡って－１０日日
ルームＡ午後２時定例理事会１２日火
ルームＣ午後２時医院・住宅新（改）築相談室１３日水
応接室午後２時３０分正副理事長会議１４日木
ルームＡ午後４時反核医師の会総会１６日土
集合：トロッコ嵯峨駅前午前１０時４５分文化ハイキング－トロッコ列車と保津川下り－１７日日
ルームＡ午後２時金融共済委員会２０日水
応接室午後２時法律相談室

２１日木 ルームＢ午後２時雇用管理相談室
ルームＣ午後１時ファイナンシャル相談室
ルームＡ午後２時環境対策委員会２２日金
舞鶴メディカルセンター午後２時３０分舞鶴医師会との懇談会

２３日土
京都市リハビリテーションセンター午後２時リハビリテーションに係る適時調査学習会
こどもみらい館午前１０時子どものいのちと健康を守ろう！ 元気フェスタin京都２４日日
ルームＡ午後２時定例理事会２６日火
アミス午後２時経営相談室

２７日水
登録会館（烏丸御池）午後２時京都府における指導、監査の実態～その時、あなたはどう対応しますか？
ルームＡ午後２時医事担当者連絡会議２８日木
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議会医薬品等安全対策部会安全対策調査会と子宮頸
がん等ワクチン予防接種後副反応検討会は３月８
日、２つのワクチンの安全性について「現段階の情
報で、いずれもワクチン接種との直接的な明確な因
果関係は認められないと考える」との意見を取りま
とめた。

東日本大震災の対策本部設置／厚労省
　厚生労働省は３月１１日１４時４６分に三陸沖で発生し
た東日本大震災への対応として、発生４分後の午後
２時５０分に省内で災害対策本部を設置、１５時１５分に
は大臣室で対策本部会議の打ち合わせを開始し、各
局に▽情報収集▽災害救助法適用についての被災都
県への助言▽医療施設の被害・稼働情報の把握▽血
液センターの被害状況・血液製剤の供給状況――な
どの対応を指示した。政府調査団として宮城県（１６
時）・岩手県（３月１２日午前６時４５分）・福島県（同）
に職員を各１人ずつ派遣した。
　翌３月１２日午前９時には東北厚生局長を本部長と
する現地連絡本部を仙台第４合同庁舎に設置した。
仙台市の要請で国との連絡調整役として職員２人を
派遣した。
●ＤＭＡＴ１９３チームが活動中
　また、災害派遣医療チーム「ＤＭＡＴ」には午後
３時０４分に待機指示を出し、被災地からの要請を受
け午後３時４５分に宮城県の仙台医療センター（参集
場所）へ、午後４時０５分に福島県の福島県立医科大
へ（同）、午後５時３０分に茨城県の筑波メディカルセ
ンター病院へ（同）、同４１分に岩手県の岩手医科大へ
（同）、それぞれ派遣を指示した。３月１３日正午現在、
１９３チームのＤＭＡＴが被災地で活動している。被災
地からの広域医療搬送は、３月１３日午前６時現在で
１０人となった。
　福島第一原発の事故対応では、福島県立医科大病
院・福島労災病院で受け入れ体制を整備したほか、

鹿島労災病院で応援態勢を準備した。福島県からの
要請で国立病院機構と日本放射線技師会へ放射線医
師・技師派遣の検討を要請した。被ばく者への対応
策では、日本さい帯血バンクネットワークが緊急連
絡体制をとった。
　透析医療の確保では３月１１日、日本透析医会の災
害情報ネットワークを活用するよう都道府県に事務
連絡を発出した。（３/１４MEDIFAXより）

感染症指定医療機関への国庫補助かさ上げ／
激甚災害指定
　政府は東日本大震災の被害について、激甚災害に
指定する政令を３月１２日の持ち回り閣議で決定し、
３月１３日に公布した。感染症指定医療機関、養護老
人ホーム、障害者支援施設などを対象に、災害復旧
事業に関する国庫補助のかさ上げなど財政支援を実
施する。
　激甚災害の指定は、災害復旧費用が一定程度を超
えるとの基準を満たす必要があるが、今回の地震は
基準を上回ることが明白だとして、費用の算定前に
指定を決めた。内閣府によると、同様の対応は１９９５
年の阪神大震災以来。（３/１４MEDIFAXより）

事務連絡を相次ぎ２７本発出／厚労省
　厚生労働省は東日本大震災への対応として、３月
１２日までに２７本の事務連絡を発出した。
　保険局は３月１１日、被災者が被保険者証を提示で
きなくても保険医療機関を受診できるとする事務連
絡を都道府県に発出した。また、国民健康保険につ
いて、保険者の判断で一部負担金の減免・徴収猶予
や国民保険料の減免・徴収猶予・納期限の延長がで
きると連絡した。被災した後期高齢者医療制度被保
険者の一部負担金の減免・保険料の取り扱いも示し
た。健康保険については、保険者の判断で一部負担
金の減免・保険料の納期限延長ができると健康保険
組合などに伝えた。
　また、社会保険診療報酬支払基金には、▽前期高
齢者納付金▽後期高齢者支援金▽病床転換支援金▽
老人保健拠出金▽退職者給付拠出金▽介護給付費▽
地域支援事業納付金――の納付猶予を必要とする保
険者の把握と納付猶予申請を依頼した。
　健康局は３月１１日、人工透析の提供体制・難病患
者への医療確保に向け、都道府県に日本透析医会と
の連携と、同医会の災害時情報ネットワークの活用
を依頼した。新潟県中越地震の教訓から被災者のエ
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コノミークラス症候群の予防も依頼した。また、健
康局や社会・援護局などは、公費負担医療を受けて
いる被災者が、手帳や患者票が提出できなくても受
診できるための措置も都道府県に連絡した。
　医薬食品局は３月１２日に医師からの処方せん交付
がなくても必要な処方せん医薬品を販売・授与可能
とする連絡を都道府県に発出。医政局も、医薬品・
医療機器の流通について万全の措置を講ずるよう関
係団体に依頼した。（３/１４MEDIFAXより）

検討課題は「給付範囲」「成長産業」／一体
改革で経産省審議会
　政府の社会保障・税一体改革に関連し、経済産業
省は３月７日、経済産業相の諮問機関である産業構
造審議会・基本政策部会（部会長＝伊藤元重・東京
大大学院経済学研究科教授）を開き、社会保障改革
に関する検討を始めた。経済成長と社会保障制度の
持続可能性を両立させるため、負担の在り方や社会
保障給付の効率化などを議論。４月下旬をめどに提
言をまとめ、政府の「社会保障改革に関する集中検
討会議」に提出する。
　経産省は一体改革について「医療・介護費の増大
が想定される中でシステムの効率化抜きでは負担が
青天井になる。経済活力を損なわない負担・給付の
在り方が重要」と指摘。部会に対し▽社会保障給付
の効率化▽現役世代や事業者の負担の在り方▽「成
長産業」としての医療・介護・健康関連分野への民
間企業の参入促進▽女性や高齢者などの就業環境の
整備―を検討課題として示した。
　給付の効率化では「本来求められる機能を再確認
し、本当に必要とする人に給付が行われるようメリ
ハリの利いた給付を行うことが必要ではないか」と
提案した。公的医療・介護保険の対象を明確化して
社会保障費抑制につなげると同時に、医療機関と民
間企業の役割を線引きすることで、企業による新た
なビジネスの創出にもつなげる考えだ。

●混合診療の全面解禁求める声も
　この日の会合では、経済成長と社会保障の在り方
について意見交換した。小塩隆士委員（一橋大経済
研究所教授）は「給付を増やすなら負担増しかない
が、現役層の負担増は限界。給付の効率化が不可欠」
と指摘。経済同友会社会保障改革委員長の髙須武男
委員（バンダイナムコホールディングス会長）も
「社会保障の範囲をあらためて議論して、真に必要な
人に厚く重点的に給付すべき。既得権益を放棄する
意識も国民側には必要」としたほか、日本経団連社
会保障委員長の森田富治郎委員（第一生命保険会長）
も「共助という社会保険の世界は限界にきているが、
公助といって消費税を無限に上げることはできな
い。自助の役割をもう一度見直す必要がある」と述
べた。
　経済団体からは、関連産業育成のため、混合診療
の全面解禁や株式会社の医療機関への参入などの規
制緩和を求める声も上がった。
（３/８MEDIFAXより）

ワクチン同時接種後死亡「因果関係認められ
ない」
　小児用肺炎球菌ワクチン「プレベナー」とインフ
ルエンザ菌ｂ型（Ｈｉｂ）ワクチン「アクトヒブ」
を含むワクチン同時接種後に乳幼児が死亡した例が
５例報告されたことを受け、厚生労働省の薬事・食
品衛生審議会医薬品等安全対策部会安全対策調査会
と子宮頸がん等ワクチン予防接種後副反応検討会は
３月８日、２つのワクチンの安全性について「現段
階の情報で、いずれもワクチン接種との直接的な明
確な因果関係は認められないと考える」との意見を
取りまとめた。同時接種の安全性など、諸外国の状
況について今後さらに情報を収集した上で早急に検
討することとした。接種の一時的見合わせの措置は
当面の間、継続する。
　まとめによると、小児用肺炎球菌ワクチンやＨｉ
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【２月】◆エジプト・軍最高評議会が憲法停止（１３日）◆反政府デモ・中東全域に拡大（１５日）◆アメリカ・沖縄返還で６.５億ドル要求（１８
日）◆京都府人口・初の減少（１０年１０月１日時点）（１８日）◆反捕鯨団体の妨害行為を受け、調査捕鯨打ち切り（１８日）◆ニュージーラン
ドでＭ６.３の地震（２２日）
【３月】◆京都府警・京大など入試投稿で逮捕（３日）◆前原外相が外国人からの違法献金問題で辞任（６日）◆米・ケビン・メア国務省
日本部長を更迭（１０日）◆中国でＭ５.８の地震（１０日）◆最高裁・連続リンチ殺人事件で元少年の死刑確定へ（１０日）◆東北地方太平洋沖
地震（Ｍ９.０）（１１日）

（２０１１年２月１３日～３月１２日） 



ｂワクチンを含むワクチン同時接種後に死亡が報告
された５例は、０－２歳代の乳幼児で、基礎疾患を
有するものが３例、基礎疾患が明確ではないものが
２例だった。接種から死亡までの期間は翌日が３例、
２日後が１例、３日後が１例だった。
　この日の会合では、各症例について小児科医療の
専門家による評価が行われたが「因果関係を否定も
肯定もできない」との意見が多くを占めた。
　また、取りまとめでは「先天性の心疾患などの基
礎疾患を有する患者は、その状態によっては十分な
注意が必要である」として、接種や接種後の経過観
察について十分な注意を呼び掛けている。
　国立感染症研究所が実施しているワクチンの検定
状況については、ワクチンの死亡報告のあった症例
に投与されたロットについて「全て試験結果は変動
域内にとどまり、逸脱は認められなかった」とした。
兵庫県宝塚市と西宮市の死亡例で肺炎球菌ワクチン
のロットが同一だったことについては「製造工程な
どの逸脱などがなかったか確認を行う必要がある」
とし、厚労省としてもメーカーに情報提供を求める
としている。（３/９MEDIFAXより）

医薬品・医療機器審査の透明化を／規制仕分け
　政府・行政刷新会議が３月６日に実施した規制仕
分けで「医薬品及び医療機器の審査手続き」がテー
マとなり、１０人の評価者全員が審査手続きを見直す
べきと判断した。改革の大きな方向性として、審査
手続きの明確化、透明化を求めた。医薬品医療機器
総合機構（ＰＭＤＡ）については、優れた人材確保
のため就業規則などを見直すべきと提言した。また、
厚生労働省やＰＭＤＡの体制だけではなく、開発の
在り方、医学臨床の在り方も含めて、薬事法運用に
ついて根本的に改善する必要があると結論付けた。
（３/８MEDIFAXより）

一般薬販売「対面の安全性、根拠が不明」／
規制仕分け
　政府・行政刷新会議による３月６日の規制仕分け
は、「一般用医薬品のインターネット等販売規制」の
是非について議論し、１０人の評価者全員が規制を見
直すべきと判断した。評価の取りまとめでは「（ネッ
ト販売より）対面販売の方が安全性が高いとする根
拠は必ずしも明らかにならなかった」と指摘。対面
か非対面かの二分論ではなく、薬の内容や場合に応
じ、安全かつ円滑に医薬品をどう消費者に届けるか

という観点で検討すべきと結論付けた。改革の方向
性として、安全性確保の要件設定を条件に、第３類
医薬品以外についても薬局・薬店による郵便等販売
の可能性を検討すべきとの判断を示した。離島居住
者らに対して第２類医薬品の郵便等販売を認める５
月末までの経過措置については、措置延長を求めて
いる。
●大塚厚労副大臣「ネット販売認める積極的理由な
い」

　厚生労働省側は基本的にネット販売に否定的な姿
勢を示した。大塚耕平副大臣は「ネット販売をどう
しても認めなければならない積極的な理由が議論か
ら見つけ出せない」「医薬品は基本的に自由に売って
いいものではない、というのがわれわれの立場」と
述べた。その上で、円滑に医薬品が届けられていな
い国民がいれば、その対応は考えるべきとの姿勢を
示した。また、５月末までの経過措置について「延
長も含めて当然検討しなければならない態勢に入っ
ている」と語った。（３/８MEDIFAXより）

規制改革案から「配当」削除の方向／医療の
非営利性確保で
　行政刷新会議「規制・制度改革に関する分科会」
ライフイノベーションワーキンググループ（ＷＧ）
の改革案に、医療法人の再生に際して営利法人が参
入し剰余金の配当を認める方向性が示されていた問
題で「配当」が削除される可能性が高まった。
　ＷＧの規制改革案では①一定の要件を満たした再
生事例で、営利法人の役職員が医療法人の役員とし
て参画することや、譲受法人への剰余金の配当を認
める②医療法人による他の医療法人への融資や与信
を認める③医療法人が合併する場合に必要な都道府
県医療医審議会の意見聴取の義務を撤廃する─が盛
り込まれていた。
　修正案では「剰余金の配当」が削除されているほ
か、▽医療法人と他の法人の役職員を兼務できる要
件を明確化する▽医療法人が他の医療法人に融資や
与信を行うことを認める必要性について検討する▽
法人種別の異なる場合も含めた医療法人の合併に関
するルールの明確化や、医療法人が合併する場合の
手続きの迅速化を検討する―に大幅に修正される方
向となっている。ただ、閣議決定までは時間があり、
最終的にどう決着するかは不透明な部分もある。
（３/９MEDIFAXより）
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訪看ＳＴ一人開業、一定の要件で解禁を／規
制仕分け
　訪問看護ステーション（ＳＴ）の一人開業の是非
について、政府の行政刷新会議のワーキンググルー
プは３月６日の「規制仕分け」で、一定の要件を満
たすことを条件に規制を緩和するよう厚生労働省に
求めた。政府は２０１０年９月に閣議決定した規制緩和
策でも一人開業の問題を取り上げているが、仕分け
はより踏み込んだ結論を下した。
　訪問看護ＳＴは現在、保健師、看護師または准看
護師が常勤換算で「２.５人以上」との人員基準を設け
ている。医療界では、一部の看護関係の団体が一人
開業を求め、厚生労働省と日本看護協会は規制緩和
に反対という構図になっている。
　仕分け結果は、仕分け人９人のうち８人が規制緩
和を求めた。仕分け人の三谷光男衆院議員は「ほと
んどの方が近隣の医師との連携を取ることを要件に
すべきだという考えだった」と述べた。
　仕分け人からは「日中ケアをきちんと行えば、夜
間対応について実情はほとんどなく、１人で対応で
きるという事業所もある」など一人開業に問題はな
いとする意見が多く出た。
　これに対し厚労省側は「夜間対応が不要となるケ
ースは多いが、絶対になくなるということではなく、
なんらかのバックアップ体制は必要」と指摘し、一
人開業の規制緩和に懸念を示した。
（３/８MEDIFAXより）

政府、総合特区法案を国会提出
　政府は２月１５日、新成長戦略の一環に位置付けて
いる総合特別区域法案を閣議決定し、国会に提出し
た。総合特区は、構造改革特区のように規制の特例
を設けるだけでなく、税制・財政・金融上の支援措
置を加えるなど、より強力な規制・制度改革で地域
活性化や国内成長を目指す制度。総合特区に指定さ
れた地域では、医療や介護に関する規制・制度改革
が実施される可能性がある。総合特区法案は予算関
連法案だが、衆参ねじれの状況で、今国会中に法案
の審議入りや可決にこぎ着けられるかは不透明だ。
　総合特区には、国際的競争力を秘めた地域に対す
る「国際戦略総合特区」と、地元資源を活用して先
駆的な取り組みを実施する地域に対する「地域活性
化総合特区」がある。法案そのものに特区に対する
１０の特例が盛り込まれており、いずれかの特区に指
定された地域では、工業地域に病院を建てることが

可能になる。地域活性化総合特区に指定された地域
では、特別養護老人ホームの数が不足している場合、
ＰＦＩ（民間資金を活用した公共施設等の整備）方
式で民間事業者が特養を設置できるようになる。
（２/１６MEDIFAXより）

サービス付き高齢者住宅に集約／高齢者住ま
い法等改正案
　政府は「高齢者の居住の安定確保に関する法律等
の一部を改正する法律案」を閣議決定し、国会へ提
出した。複数ある高齢者向け住宅制度を整理し、都
道府県知事への登録制度「サービス付き高齢者向け
住宅」に集約することが主な目的だ。
　高齢者が対象の賃貸住宅は現在、「高齢者の居住の
安定確保に関する法律（高齢者住まい法）」による家
賃債務保証制度として、高齢者の入居を推奨する「高
齢者円滑入居賃貸住宅（高円賃）」（２０１１年２月現在、
約８万２０００戸）と、高齢者の入居が前提の「高齢者
専用賃貸住宅（高専賃）」（同、約４万７０００戸）の２
つに大きく分けられる。
　このうちバリアフリー化や緊急時対応サービスな
ど、戸数、規模、構造、設備などの基準を満たせば、
整備や家賃減額のための費用が助成される「高齢者
向け優良賃貸住宅（高優賃）」（１０年３月末時点、約
３万９０００戸）がある。さらに、近年は生活支援サー
ビスなどを提供する「サービス付き高専賃」も数を
増やしている。
　一方で、高円賃に高齢の居住者を確保する義務が
ないことや、サービス付き高専賃に対して行政が指
導・監督を行えないなど、現行制度の問題点を指摘
する声もあった。
　改正法案では「高齢者住まい法」に国土交通省と
厚生労働省共管の新登録制度を創設。現行の高齢者
向け賃貸住宅を「サービス付き高齢者向け住宅」に
集約し、基準を満たした事業所には▽施設建設・改
築の補助▽住宅金融支援機構の融資要件の緩和▽税
制上の優遇措置―などを講じる。不適切な運営実態
があった場合は登録を取り消すなど、自治体の指導・
監督による登録基準の順守も厳格に求める。前払い
家賃などの内訳開示と保全措置も義務付ける。
　有料老人ホームも登録できる仕組みとする。既存
の有老ホームについては、入居状態を維持したまま
の改築は難しいため、新制度へ登録しても助成は受
けにくいが、新規の有老ホームの場合は基準を満た
せば建築費用の補助などが受けられる。新制度に登
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録した場合は、老人福祉法で義務付けられている有
老ホームとしての届け出は不要とし、事務手続きを
軽減する。
●助成開始は年末から？
　国交省は１０年５月にまとめた成長戦略の中で、現
在は０.９％にとどまっている全高齢者数に対する高
齢者住宅の定員数を、２０年までに３－５％まで伸ば
す方針を打ち出しており、新制度で高齢者住宅を急
拡大させたい考えだ。
　一方で、国会審議の遅れなどで改正案可決が遅れ
れば、公布や省令発出のほか、都道府県知事への登
録制度の開始も遅れる。助成開始は年末から年明け
になるとの見方もあり、国交省は選定を先行して行
うかどうかも含めて、法案成立が遅れることも想定
した対応策を検討している。（２/１８MEDIFAXより）

国庫補助２０％「考えていない」／政府答弁書
　政府は２月１８日、全国健康保険協会に対する国庫
補助率について「現時点で２０％に引き上げることは
考えていない」とする答弁書を閣議決定した。木村
太郎氏（自民）の質問に答えた。
　すでに実施した後期高齢者支援金への総報酬割の
導入や、国庫補助率１３％から１６.４％への引き上げに
触れ「健康保険組合の保険料率との差が可能な限り
拡大しないよう措置を講じている」とした。
　２０１１年度の支部ごとの保険料率について、最高と
最低の差が拡大したことについては「都道府県支部
間の医療費の水準の格差の拡大」と「激変緩和措置
としての保険料率の調整幅の縮小」を要因に挙げた。
（２/２１MEDIFAXより）

胃がん対策でピロリ菌検査「適当でない」／
政府答弁書
　政府は２月１８日の閣議で、胃がん対策として、検
診でヘリコバクターピロリ感染の検査を行うかどう
かについて「現時点では、ヘリコバクターピロリ菌
の検査について、その実施により死亡率が減少する
ことを示す証拠が不十分で、広く住民に対して実施
することは適当ではないと考えている」とする答弁
書を閣議決定した。秋野公造参院議員（公明）の質
問主意書に答えた。
　答弁書では、ヘリコバクターピロリ感染の発がん
性については十分な証拠があるという国際がん研究
機関の見解があると承知しているとした上で、今後、
厚生労働科学研究費補助金による第３次対がん総合

戦略研究事業の成果を踏まえて、胃がん検診でのヘ
リコバクターピロリ菌検査の在り方などについて検
討したいとした。（２/２１MEDIFAXより）

社会保障改革「成長止まれば画餅」／首相
「開国」に理解求める
　菅直人首相は３月８日の参院予算委員会で、「単に
社会保障の計画を変えたからといって、成長が止ま
ってしまえば、それは絵に描いた餅になってしまう」
と述べ、社会保障改革の実効性を上げるためには経
済成長と両立させる必要があると強調し、環太平洋
戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）をはじめとする「平
成の開国」に理解を求めた。安井美沙子氏（民主）
の質問に答えた。
　菅首相は、政権がテーマに掲げる「平成の開国」
と「最小不幸社会の実現」の整合性について「自動
的に両立すると考えているのではなく、いかに両立
するかということを考えていかなければならない」
と述べた。その上で「現在、社会保障の問題の議論
も進めているが、財政の問題なども含めて、成長が
ない中で改善していくことは極めて難しい」と指摘。
「どちらが先というのではなく、それ（経済成長）を
やるためにも、安心できる社会をつくらなければな
らない」と述べた。
　一方で「一本道で行っているわけではない」とも
述べ、ＴＰＰへの不参加の可能性にも言及した。
　安井氏は「『平成の開国』によって『最小不幸社会
の実現』が遠くなる気がする。安心とはほど遠い社
会が到来しかねない」と指摘した。
●「医療提供に支障及ぼさぬよう」／細川厚労相
　ＴＰＰに関連し、細川律夫厚生労働相は「ＴＰＰ
の元になるといわれているＰ４協定では、医療を含
むサービスでは合理的な規制が認められている」と
説明。「営利法人による医療機関の開設・経営は原則
として認められていない。こうしたわが国の医療提
供の在り方に支障を及ぼすことがないよう、慎重に
対応していきたい」と述べた。山田俊男氏（自民）
に対する答弁。（３/９MEDIFAXより）

国保保険料「負担感重い」／細川厚労相
　細川律夫厚生労働相は３月９日の参院予算委員会
で、国保の保険料について「負担感が重くなってい
る」との認識を示した。田村智子氏（共産）の質問
に答えた。
　田村氏は、厚生労働省が２０１０年５月に保険局長通
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知で都道府県に示した国保の広域化等支援方針策定
要領で「一般会計繰り入れによる赤字の補填分につ
いては、保険料の引き上げ、収納率の向上、医療費
適正化策の推進等により、できる限り早期に解消す
るよう努めること」としていることを問題視。「広域
化の準備として一般会計からの繰り入れをやめて、
保険料をもっと上げろ、徴収を強化しろと求めてい
る」と批判した。
　細川厚労相は「国保財政を健全化するには、計画
的・段階的に赤字解消に取り組むべきで、保険料引
き上げだけでなく、収納率の向上や医療費適正化策
を推進すべきだと助言したもの。一般会計からの繰
り入れを禁止する趣旨ではない」と答弁。国と地方
の協議の場を設け、保険料負担の在り方を含め検討
しているとした。（３/１０MEDIFAXより）

経団連・連合など４団体、消費増税に理解／
社会保障集中検討会議
　政府の「社会保障改革に関する集中検討会議」（議
長＝菅直人首相）は２月１９日、公開ヒアリングを開
始し経団連と経済同友会、日本商工会議所、連合か
ら意見を聞いた。４団体は消費税の増税について大
筋で理解を示した。
　消費税について、経団連は消費税率を速やかに
１０％に引き上げ、２０２０年代半ばまでに１０％台後半に
引き上げる２段階の対応を提案した。連合は２０年を
めどに消費税を段階的に引き上げることや所得税の
最高税率の引き上げなどを提案した。
　経済団体からは、増税だけでなく社会保障の自己
負担増や効率化についても意見が上がった。経済同
友会は介護保険の自己負担を１割から２割に引き上
げることや、７５歳以上の高齢者医療の自己負担を１
割から３割に引き上げることを提案。混合診療の拡
大や株式会社が医療機関に参入することも求めた。
　日本商工会議所は診療報酬の出来高払いから包括
払い方式への検討やレセプトチェックの強化などを
求めた。
　与謝野馨社会保障・税一体改革担当相は会議終了
後の会見で「必要な給付を賄うための負担を次世代
に先送りしてはいけないのは全員に共通した問題意
識だった」と述べた。（２/２２MEDIFAXより）

日経新聞が保険免責制度を提案／社会保障集
中検討会議
　政府の「社会保障改革に関する集中検討会議」（議

長＝菅直人首相）は２月２６日、毎日新聞社、読売新
聞社、日本経済新聞社、産経新聞社の全国紙を官邸
に招き公開ヒアリングを行った。朝日新聞社は文書
のみの回答となった。５社は消費税の増税などで社
会保障財源を確保していくことで大筋一致した。同
時に医療の効率化などの歳出改革も求めた。
　社会保障財源については、朝日は「税制の見直し
の中で消費増税は中心」、毎日は「消費税を基本」、
読売は「消費税を『社会保障税』に改める」、日経は
「消費税は財源として安定性がある」、産経は「新財
源は医療、介護、少子化を優先」と答え、温度差は
あるが消費増税に理解を示した。
　一方、医療について、朝日と読売は医師の地域偏
在を解消するため、医師配置について公的に関与す
る制度の創設を求めた。日経は医療費を抑制するた
め、かかった医療費の一定金額までを患者の自己負
担とする「健康保険の免責制度」を導入することや、
混合診療の原則解禁を提案した。
（３/１MEDIFAXより）

自殺対策タスクフォース、１年延長／総合対
策会議
　政府の自殺総合対策会議は３月１日の会合で、同
会議下に設置した「自殺対策タスクフォース」の設
置期限を２０１１年３月３１日から１年間延期することを
決めた。年間自殺者数が３万人を切ることを目指し、
期限を延長して取り組みを進める。
　蓮舫行政刷新担当相が閣議後の会見で説明した。
同会議ではこのほか、１２年春を予定している自殺総
合対策大綱の見直しに向け、関係施策の進捗状況を
把握することも決めた。
　蓮舫担当相は、自殺対策強化月間が始まったこと
に触れ「今年は、大切な人の悩みに『気付く』とい
うことを月間テーマに掲げた。関係団体、国、地方
が一体となって啓発活動、相談窓口の充実などを図
っていきたい」と話した。（３/２MEDIFAXより）

「脳卒中基本法」制定へ超党派議連／今国会で
の成立目指す
　超党派の国会議員による「脳卒中対策推進議員連
盟」は２月２２日、国会内で設立総会を開き、国民へ
の啓発や医療体制の整備など脳卒中対策を定める基
本法について、今国会中の成立を目指すことを確認
した。
　議連には、民主、国民新、自民、公明、共産、社
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民、みんな、たちあがれ日本の各党から議員が参加。
会長には田中慶秋衆院議員（民主）、会長代行には渡
辺孝男参院議員（公明）が就任した。
　議連は今後、日本脳卒中協会が２００９年６月に公表
した要綱案を原案に、各党の意見も反映させて条文
化する。要綱案では▽予防や発症後の適切な対応に
関する啓発▽専門的治療を迅速に切れ目なく行うた
めの搬送・医療体制の全国的な整備▽医療の質を向
上させるための「脳卒中登録」の創設―などを盛り
込んでいる。（２/２４MEDIFAXより）

１２年度税制改正へ議論開始／民主ＰＴ
　民主党の税制改正プロジェクトチーム（ＰＴ、座
長＝小沢鋭仁前環境相）は２月１５日、２０１１年度税制
改正大綱で検討事項とされ結論を持ち越した個別税
目の見直しについて財務、総務両省からヒアリング
し、１２年度改正に向けた議論を開始した。
　小沢座長は「税に関する考え方の新潮流、新たな
考え方が出てきていると承知している。新しい考え
方も見ながら、原理、原則論を勉強するのもいい」
と述べ、個別税目の議論が本格化する夏までに、税
に関する基本的な考え方を整理する考えを示した。
　１１年度税制改正大綱では、地方税の事業税につい
て▽医療機関の社会保険診療報酬に対する実質的非
課税措置▽医療法人に対する軽減税率―が検討事項
となった。（２/１６MEDIFAXより）

議員８０人以上が議連に加入／一般薬ネット販
売「慎重な対応を」
　一般用医薬品のインターネット販売などに慎重な
姿勢を示す「安心・安全な薬とサプリメントを考え
る議員連盟」が３月４日、民主党内に発足した。会
長には樽床伸二元国会対策委員長、最高顧問には鳩
山由紀夫前首相が就任。事務局長は、ドラッグスト
アなどを経営するヒグチ産業社長の樋口俊一衆院議
員が務める。事務局によると、８０人以上の国会議員
が加入する予定だという。参院議員会館で開かれた
議連設立総会で、樽床会長は「薬はわれわれの健康
に大きな影響を与えるものであり、しっかりと管理
しながら国民の健康を守っていく。その使命が政治
には必要だと認識している」と語った。
　一般薬のネット等販売規制の緩和は、政府の行政
刷新会議「規制・制度改革に関する分科会」が１月
に示した中間取りまとめ改革案の１つ。この日の設
立総会では、行政刷新会議に対する意見書を発表。

意見書では▽ネット等販売の容認は時期尚早▽２００９
年６月の改正薬事法施行から２年足らずなのに、規
制緩和を実施すれば朝令暮改と批判を受ける▽一般
薬の販売従事者の雇用を危うくする▽規制・制度改
革分科会に国民・消費者の声が反映されていない―
などと主張している。（３/７MEDIFAXより）

在宅看取り、分野横断の委員会設置を／自民・
看護小委が中間報告
　自民党厚生労働部会の看護問題小委員会（田村憲
久委員長）は３月４日、在宅での看取りを推進する
ため、党内に分野横断的な委員会を設置し、政策方
針を提示することなどを盛り込んだ中間報告をまと
め、部会に提出した。
　小委では、高齢化の急速な進展による死亡者数の
急増で今後、医療機関や介護施設、自宅以外の場所
で死亡する人が大幅に増えることを問題視し、こう
した人の死亡場所の受け皿として、在宅を中心とす
る地域での看取りの推進策について検討してきた。
　中間報告「穏やかな最期を保証するコミュニティ
づくりのための政策推進について」では、「（患者）
本人・家族にとっての安心・安全の暮らしを守るた
め、社会が責任を持って最期まで支えることができ
る仕組みを、地域の中に今、整えていかなければな
らない」とし、在宅療養と訪問看護の必要性を指摘。
党内に分野横断的なプロジェクトとして「穏やかな
最期を保証する政策指針策定委員会」を設置し、政
策方針を提示することや、在宅での看取りについて
目標値を設定することなどを提案した。
（３/７MEDIFAXより）

規制改革案に抗議の意見書／中医協・診療側
が提出
　中医協の診療側委員は２月１６日の中医協総会に、
行政刷新会議「規制・制度改革に関する分科会」の
ライフイノベーションワーキンググループの中間取
りまとめに抗議する意見書を提出した。中間取りま
とめに「リハビリテーションの日数制限の見直し」
と「調剤基本料の一元化」などが盛り込まれたこと
を問題視し「社会保険医療協議会法に基づいて設置
されている中医協で議論すべき事項。一方的な議論
が行われていることは極めて遺憾」としている。
●リハビリ日数制限撤廃は「無責任」
　リハビリの日数制限について、中間取りまとめで
は２０１２年度診療報酬改定での撤廃を検討することを
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盛り込んでいる。診療側の意見書では「さまざまな
エビデンスに基づいて、診療報酬上の適正な評価の
在り方について中医協で議論しているところ。短絡
的な提案で無責任」などと批判した。
　調剤基本料については原則４０点だが、特定の医療
機関からの処方箋の集中率が７０％を超える薬局は２４
点となっており、中間取りまとめでは１２年度改定で
２４点に統一することを検討するとうたっている。こ
れに対しては「一部の薬局だけを例外的に低く設定
している。２４点を算定している薬局は１％しかなく、
残りの９９％の薬局を『例外』の方に合わせて引き下
げるという提案には合理的な根拠がない」と反論し
ている。（２/１７MEDIFAXより）

医師の長時間勤務対策、実態把握へ／中医協
　中医協（会長＝遠藤久夫・学習院大教授）は３月
２日の総会で、２０１２年度診療報酬改定に向けた優先
課題の一つとなっている病院医療従事者の負担軽減
に関する議論を始めた。厚生労働省は勤務医の負担
軽減に向けて、長時間連続勤務への各施設の対応策
や導入状況などの調査の実施を提案。１１年度に実施
する１０年度改定結果の検証と併せて実施する方向で
一致した。
●「主治医制」「グループ担当医制」を例示
　厚労省保険局医療課の鈴木康裕課長は、長時間連
続勤務への具体的な対応として、勤務が交代しても
主治医が代わらない「主治医制」と、勤務の交代と
ともに主治医が代わる「グループ担当医制」の２種
類を例示。それぞれに診療の継続性や人員確保など
のメリット、デメリットがあることを指摘した。
　こうした取り組みは一部の病院・診療科で見られ
るものの、全病院での取り組み状況が不明とし、実
態把握を提案した。
　厚労省はまた、０８年度の中医協・診療報酬改定結
果検証部会の調査などで、勤務医が最も負担の重い
業務に「当直」を挙げていることなどを踏まえ、当
直明け勤務免除や交代制勤務に対する評価の在り方
も論点に挙げた。
　これに対し鈴木委員は「診療外の業務の改善や、
時間外の外来診療などの負担も大きい。すぐにでも
できる方法をこうした面から考えるべきではない
か」と主張した。嘉山委員は「交代制を導入すると
患者のアクセスは悪くなる。国民の理解も必要」と
述べた。
　今後は病院内の役割分担やチーム医療、医師以外

の従事者の勤務負担についても議論を進める。
（３/３MEDIFAXより）

中医協公益委員に印南・西村両氏／国会が人
事案を可決
　衆院は２月１５日の本会議で、中医協公益委員に印
南一路・慶応大総合政策学部教授と西村万里子・明
治学院大教授を充てる同意人事案を賛成多数で可決
した。参院は２月９日の本会議で可決しており、衆
参両院が同意した。
　印南氏は、３月３１日付で３期目の任期満了を迎え
る遠藤久夫委員（中医協会長、学習院大教授）の後
任。西村氏は、２月２８日付で任期が切れる白石小百
合委員（横浜市立大教授）と代わる。
（２/１６MEDIFAXより）

医療計画見直し、「在宅医療」強調／厚労省の
検討会
　厚生労働省の「医療計画の見直し等に関する検討
会」（座長＝武藤正樹・国際医療福祉大大学院教授）は
２月１８日の会合で、都道府県が医療計画を作成する
際に参考とする指導課長通知への追加項目として
「在宅医療」が候補に挙がった。都道府県が２０１３年度
から新しい医療計画を実施するため、厚労省は検討
会での議論を踏まえて、新たな指針を年内に示す。
　社会保障審議会・医療部会では、医療計画で定め
る「４疾病５事業」について、精神疾患を加えた「５疾
病５事業」とする方向で議論が進んでいる。検討会
では、医療部会での検討結果を踏まえた上で、５月
以降に基本的方向性を示す。方向性によっては、国
の指針を見直す作業の中で、指導課長通知に「精神
疾患」「在宅医療」などの項目を追加することになる。
　精神疾患、在宅医療については医政局長通知で医
療計画に盛り込む項目として記載されているもの
の、課長通知には記載がない。課長通知で指針を示
すことにより、数値目標の設定と医療提供体制の構
築を促進する狙いだ。（２/２１MEDIFAXより）

ポリオ・百日咳ＷＴが報告／ワクチン評価小
委、次回報告書
　厚生労働省の厚生科学審議会・感染症分科会予防
接種部会「ワクチン評価に関する小委員会」（委員長
＝岡部信彦・国立感染症研究所感染症情報センター
長）は２月２１日、ポリオと百日咳の作業チームから
検討結果の報告を受けた。これで各疾病・ワクチン
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の作業チームからの報告は終了し、次回の小委員会
で報告書を取りまとめ、予防接種部会へ報告する。
　小委員会では、現在予防接種法の対象となってい
る▽ポリオワクチン▽百日咳ワクチン―の作業チー
ムから報告を受けた。
　ポリオについて作業チームは、ＯＰＶ（経口生ポ
リオワクチン）の副反応によるワクチン関連麻痺を
防ぐため「できるだけ速やかにＩＰＶ（不活化ポリ
オワクチン）含有ワクチンを導入することが必須で
ある」とした上で、ＤＰＴ（三種混合）ワクチンと
ＩＰＶの混合ワクチンであるＤＰＴ－ＩＰＶについ
て「導入を推進する体制を構築することが強く求め
られる」とした。
　また、百日咳ワクチンについては「青年・成人層
の百日咳患者の増加が、重症化しやすい乳幼児の新
たな感染源となることが指摘されている」として対
応が急務であるとし、「１１－１２歳の小児に百日咳ワク
チンの追加接種を実施することで、青年・成人層か
ら乳幼児への感染を減少させるべき」とした。
（２/２２MEDIFAXより）

１３歳以上へも第２期接種の機会提供／日本脳
炎小委
　日本脳炎予防接種の積極的勧奨が差し控えられた
ことで接種機会を逃した人への対応を議論してきた
厚生労働省の厚生科学審議会・感染症分科会予防接
種部会「日本脳炎に関する小委員会」（委員長＝加藤
達夫・国立成育医療研究センター総長）は２月２１日、
第４次中間報告を取りまとめた。現在、接種対象年
齢外となっている１３歳以上２０歳未満についても、第
２期接種の希望があった場合は定期接種の機会を提
供すべきとの考えを盛り込んだ。
　２０１１年度に１０－１５歳となる児童・生徒は第２期接
種の積極的勧奨がされていないほか、５－９歳では
第１期接種が遅れていることから、第２期接種の機
会を逃している状況がある。小委員会では、接種対
象年齢の１２歳を超えた人にも接種機会を提供すべき
との意見が前回の議論で大勢だったことを踏まえ、
１３歳以上２０歳未満の人に対しても、希望があった場
合に第２期接種の機会を提供すべきとした。今後は
予防接種法施行令の改正などを経て、１１年度の早い
段階で実施される見通しだ。
　今後の第２期接種の積極的勧奨の再開について
は、第１期接種の積極的勧奨が完了する１３－１４年度
ごろまでに▽ワクチンの確保状況▽免疫の保有状況

▽日本脳炎の発生状況―などを総合的に検討し判断
するべきとした。
●化血研「エンセバック」、定期接種に使用可
　部会では、緒方洋一参考人（化学及血清療法研究
所第一製造部長）が化血研の乾燥細胞培養日本脳炎
ワクチン「エンセバック皮下注用」が１月に薬事承
認を取得したことを報告した。緒方参考人によると、
臨床試験の全観察期間中に発現率５％以上の副反応
は▽注射部位紅斑▽注射部位腫脹▽発疹▽咳▽鼻水
▽発熱―などで、いずれも重篤な副反応は見られな
かった。
　エンセバックは今後、乾燥細胞培養日本脳炎ワク
チンとして定期接種に使用できるワクチンとなる
が、使用症例数が既存ワクチンと比較して少ないこ
となどから、接種の際に副反応に留意するよう、厚
労省は通知を発出するなどして注意喚起したいとし
ている。（２/２２MEDIFAXより）

ポリオ不活化ワクチン、１１年末から薬事申請
／岡本政務官
　現在国内で４社が治験を行っているポリオ（急性
灰白髄炎）の不活化ワクチンについて、厚生労働省
の岡本充功政務官は３月８日の衆院厚生労働委員会
で「本年末ごろより順次薬事承認申請がなされる予
定と聞いている」と述べ、２０１１年末から薬事承認に
向けた動きが本格化するとした。古屋範子氏（公明）
の質問に答えた。
　岡本政務官は「安全性、有効性に十分配慮しつつ
迅速に審査を行い、可能な限り早く導入したい」と
述べ、ワクチン会社から申請があった場合に迅速に
対応するとした。
　厚労省医薬食品局によると、現在予防接種で使わ
れているポリオの「生ワクチン」はウイルスが微量
に残るため接種を受けた人のうち、ごくまれにワク
チンによる副反応として麻痺症状が起こる。接種を
受けた人から排出されたウイルスによって二次感染
の恐れもあるという。
　このため加熱処理などをしてウイルスを殺して感
染の危険をなくした「不活化ワクチン」の導入に向
け準備が進んでいる。国内の４社は現在、ポリオの
不活化ワクチンと３種混合ワクチン（沈降精製百日
せき、ジフテリア、破傷風）を合わせた４種混合ワ
クチンの治験を行っている。（３/９MEDIFAXより）
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高１、４月以降も助成対象に／サーバリック
ス供給不足で厚労省
　グラクソ・スミスクライン（ＧＳＫ）のＨＰＶワ
クチン「サーバリックス」の供給が不足している問
題で、厚生労働省は３月７日、国による接種費用助
成の対象上限である高校１年生について、３月末ま
でに初回の接種が間に合わず、２年生に進級した４
月以降に接種を始めた場合でも当分の間は助成対象
とするなどの対応を決め、都道府県に事務連絡した。
　ＨＰＶワクチン接種の公費助成の対象は中学１年
－高校１年の女子。初回接種から１カ月後に２回目、
６カ月後に３回目の接種を行うことが必要だ。事務
連絡では未接種の高校１年生の取り扱いのほか、供
給状況に応じて当分の間は初回接種者への接種を控
え、すでに接種を開始した人に対する２回目・３回
目の接種を優先するよう、市区町村や関係機関に要
請するよう求めている。
　厚労省の小宮山洋子副大臣は会見し「供給につい
ては製薬企業に対して安定的な供給確保に向けた努
力をお願いしてきたが、注文が急増したために需要
に対して供給が不安定になっているという連絡が、
製薬企業から一部の地方自治体に出された」と説明。
「現在、急いで状況の把握を行っている。製薬企業に
は安定確保に努めるよう要請していきたい」と述べ
た。また、ＧＳＫが厚労省や自治体と協議しないま
ま、接種開始時期を可能な限り遅らせるよう一部自
治体に要請していたことも明らかにした。
　ＧＳＫは３月７日、「多大なご迷惑とご心配をお掛
けしていることを心よりおわび申し上げる」と文書
を通じて陳謝。「事態を改善すべく、２０１０年から生産
能力を増強している。可能な限り早急に供給状況を
改善すべく努力する。公費助成の対象者への年間供
給量は必ず確保する」としている。
　また、ＨＰＶワクチンについては、ＭＳＤが申請
中の「ガーダシル」が、順調に進めば５月の薬事・
食品衛生審議会医薬品第二部会で審議され、国家検
定を経て発売される見通し。
（３/４・８MEDIFAXより）

保護者制度見直し、ＷＴ提案は「困難」／総
合福祉部会で厚労省
　「障害者総合福祉法（仮称）」の立法化に向けて検
討を進める障がい者制度改革推進会議・総合福祉部
会（部会長＝佐藤久夫・日本社会事業大教授）は２
月１５日開かれ、厚生労働省が各作業チーム（ＷＴ）

の第１期報告に対する見解を出した。医療保護入院
に関わる保護者制度について、公的機関が責任を負
う制度への変更を求めた医療分野ＷＴの提案に対
し、厚労省は「困難だ」との認識を示した。
　医療分野ＷＴは精神障害者本人の自己決定権の尊
重と家族の負担軽減を図る手だてとして、保護者の
同意で医療保護入院が可能になる現行の保護者制度
の抜本的な見直しを提言。司法機関や地方公共団体
など公的機関が責任を負う制度への変更を例示し、
障害者基本法に根拠規定を盛り込むよう求めていた。
（２/１６MEDIFAXより）

有識者会議の助言を再生計画に／厚労省指導課
　厚生労働省が３月２日に省内で開催した全国医政
関係主管課長会議で、医政局指導課は地域医療再生
基金の拡充や「地域医療支援センター」の整備など
について説明した。２０１３年度までの地域医療再生基
金の活用について、新村和哉課長は「選択と集中に
よる効率的な医療提供体制を構築するための交付条
件を設定している」とした。基金の効率的・効果的
な活用に向けて、各都道府県は国の有識者会議が毎
年実施する地域医療再生計画への事前事後評価・技
術的助言をそれぞれ計画に反映させるよう強調し
た。その上で０９年度補正予算での基金運用について
は各都道府県で１０年度事業の決算が示される夏ごろ
に実績報告を提出するよう求めた。
　各都道府県は、政府の０９年度補正予算（２３５０億円）
による地域医療再生交付金によって基金を創設し、
２つの２次医療圏の地域医療再生に充てた。１０年度
補正予算（２１００億円）では３次医療圏単位での医療
提供体制を整備・拡充する。
　一方、１１年度新規事業の地域医療支援センターに
ついては「先行的に１５カ所で実施し、先行実施都道
府県での運用状況なども踏まえ、１２年度以降の全国
的展開につなげる考えだ」とした上で、１５カ所の選
定は「都道府県内での医師の地域偏在が大きい」「へ
き地・無医地区が多い」といった医師不足の状況に
加えて▽センター設置時期▽事業内容▽専任医師配
置などの運営実行性－のなど観点から判断するとし
た。
●医療計画見直し、通常国会で一括法案
　また、新村課長は政府が閣議決定した「地方分権
改革推進計画」（０９年１２月１５日）、「地域主権戦略大綱」
（１０年６月２２日）を説明し、医療計画で病院の病床数
を算定する場合の補正基準や既存の入所定員数を算
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定する基準などを、都道府県の条例に委任すること
を盛り込んだ一括法案が通常国会に提出される予定
だとした。条例委任については１０年１２月２日の社会
保障審議会・医療部会での議論を経て、政府は「地
域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を
図るための関係法律の整備等に関する法律（案）」の
提出に向けて法案作りを進めている。
（３/３MEDIFAXより）

認知症施策、市町村の裁量で／厚労省１１年度
予算案
　厚生労働省は、地域の実情に合わせた認知症施策
が実行できるよう、可能な限り市町村の裁量に委ね
る体制を推進する。２０１１年度予算案に１０億円を計上
した「認知症地域支援施策推進事業」で、専門職と
市民ボランティアなどとの連携強化に向けた“調整
役”の人件費を確保。各都道府県が管内の認知症施
策を底上げするような取り組みに対しても補助を行
う。
　厚労省は１０年度の「認知症対策連携強化事業」以
前から、医療と介護に重点を置いて認知症患者への
支援策を推進してきた。これまでも人件費補助など
を行っていたが、人員を配置する施設が限定されて
いたことから「市町村の裁量を制限している」との
声や、民生委員やボランティアとの連携不足が指摘
されていた。
　今回予算案に計上した認知症地域支援施策推進事
業では、地域の総合病院精神科や認知症専門医療機
関との連携があれば、「認知症地域支援推進員」を地
域包括支援センターや市町村本庁に設置することも
できる。（２/２５MEDIFAXより）

国保の基盤強化、国と地方の協議開始
　国保制度の基盤強化に向けて、国と地方が事務レ
ベルで協議するワーキンググループ（ＷＧ）が２月
２５日始まった。冒頭にあいさつした厚生労働省保険
局国民健康保険課長の伊藤善典氏は「税と社会保障
の一体改革（の推移）を踏まえながら、期限を設け
ず協議したい」と述べた。低所得者の問題など市町
村国保の構造的な問題に絞って議論し、高齢者医療
制度改革の在り方や国保を都道府県単位化した場合
の仕組みについてはここでは議論しない見通し。会
合は月１－２回開く予定にしている。
　今後、ＷＧで国保の構造的問題について議論を整
理した上で、厚労省政務三役と、知事会・市長会・

町村会の代表者によるトップレベルの協議の場を設
けることも検討している。
　ＷＧには、厚労省保険局側から伊藤国保課長のほ
か、武田俊彦総務課長、吉岡てつを高齢者医療課長、
村山令二調査課長が出席。地方側は全国知事会、全
国市長会、全国町村会の推薦者が出席した。
　厚労省側は、市町村国保の構造的問題を資料で説
明。▽国保加入者は退職者、失業者のほか、病気の
ため被用者保険に入れず国保に来た「長期療養者」
ら、所得が低く医療費が高い傾向の人々が多く、財
政的に大きな負担となっている▽所得水準が非常に
高い市町村と所得水準の非常に低い市町村の双方
で、法定外一般会計繰り入れが多くなる傾向がある
―などの分析を示した。
　知事会側はもともと「高齢者新制度の関連法案提
出と関係ないのなら協議してもよい」としており、
今回のＷＧで地方側は「構造的問題について資料を
基にして議論したい」と述べたという。
　厚労省側はこのほか、都道府県間や市町村間で所
得水準や保険料の負担率に相当の格差があることが
判明しているとして「国と都道府県が財政調整を強
化していく必要性がある」と指摘。「保険料の収納率
向上は景気の変動を受けるほか、所得水準の低い市
町村では収納率も低い。自助努力ではなかなか解決
が難しいところがある。何らかの支援が必要ではな
いか」と問題提起した。（２/２８MEDIFAXより）

新型フルの救急搬送５１９６人、成人や軽症多い
／消防庁
　総務省消防庁の「消防機関における新型インフル
エンザ対策検討会」は３月３日、今シーズンの新型
インフルエンザ搬送状況について、２０１０年１０月１８日
－１１年２月２０日の期間に出動件数が５１７４件、搬送人
員が５１９６人だったことを報告した。年齢区分別で割
合を見ると、成人（１８－６４歳）が３３.９％で最も多く、
高齢者（６５歳以上）が２８.８％、乳幼児（生後２８日－
６歳）が２５.５％、少年（７－１７歳）が１１.８％、新生児
（生後２８日未満）も０.１％あった。
　初診時の傷病程度は、入院加療を必要としない「軽
症」が６３.１％で最も多く、「中等症」が３３.４％、「重
症」が１.９％、「死亡」が０.２％、医師の診断がないも
のや傷病の程度が判明しないものなどの「その他」
が１.４％となった。（３/４MEDIFAXより）
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医療の営利産業化反対の意見書／長野県議会
　長野県議会は３月２日の本会議で「国民が安心し
て医療を受けられる制度の堅持を求める意見書」を
可決した。意見書は、首相や厚生労働大臣、行政刷
新担当大臣宛てで、ＴＰＰ参加による医療の市場原
理主義化を懸念した上で国民皆保険制度の堅持を求
めている。（３/９MEDIFAXより）

ＴＰＰ参加で皆保険崩壊／北海道議会が意見書
　北海道議会は３月９日の定例道議会で「国民皆保
険制度の堅持を求める意見書」と「精神科医療の充
実を求める意見書」を可決し、衆参両院議長や首相
などに送付した。
　「国民皆保険制度の堅持を求める意見書」では、国
が責任を負うべき社会保障である医療を成長牽引産
業と位置付け、営利企業の参入や混合診療の導入を
進めることは、所得により受けられる医療に格差が
生じ、医療の地域間格差や医療機関格差を助長する
と指摘。ＴＰＰ（環太平洋戦略的経済連携協定）へ
の無条件参加が決まれば「医療に市場原理主義が持
ち込まれ、国民皆保険制度が加速度的に崩壊してい
く事態になりかねない」と危機感を表明し①国民皆
保険制度の堅持②混合診療の全面的解禁をしない③
医療の営利産業化に向けた市場開放をしない―の３
項目を要望している。
　「精神科医療の充実を求める意見書」では①道での
指定入院医療機関の整備を国立病院機構で整備する
②民間病院などが指定通院医療機関等に参画する場
合、運営費等の十分な措置を講ずる③精神科救急医
療事業参画の医療機関への国庫補助基準額の充実―
の３項目を要望している。（３/１１MEDIFAXより）

消費税１０％で社会保障目的税化を／経団連
　民主党の「社会保障と税の抜本改革調査会」（仙谷
由人調査会長）は２月１６日、経団連の久保田政一専
務理事から経団連の医療や介護の政策提言を聞い
た。久保田氏は消費税の社会保障目的税化を確立し
税率を１０％まで引き上げることを求めた。
　医療保険が抱える問題として、久保田氏は「高齢
者医療の拠出金負担が現役の医療保険を圧迫してい
る」と述べ、現役世代の負担が過剰だと指摘した。
その上で「高齢者医療への税投入の拡大が必要にな
る」と述べ、団塊の世代が７５歳となる２０２５年には高
齢者医療給付の６割から７割の税投入を求めた。
　医療提供体制について、久保田氏は「医師の地域

偏在や病診の役割分担が不十分だ」と指摘し、地域
医療の担い手の確保とともに医療と介護の機能分化
を求めた。（２/１７MEDIFAXより）

突合点検を４月から順次実施／支払基金
　社会保険診療報酬支払基金は２月２８日の理事会で
「２０１１事業年度一般会計事業計画案」を了承した。今
後、厚生労働省へ認可を申請する。計画案では、審
査業務の充実に向けて、診療報酬と調剤報酬の突合
点検、複数月の縦覧点検を４月以降順次実施するほ
か、１０月処理分から、希望する保険者に対し、原審
査段階での被保険者資格の点検を行うためのデータ
を無料で送付することを目指す。
　突合点検は、医科と調剤では４月から、歯科と調
剤では７月から実施する予定。また、その月と過去
分の縦覧点検は４月から、入院分と入院外分の通覧
点検は７月から実施する予定。システムや職員・審
査員の態勢に配慮した。
　原審査段階での被保険者資格の点検は、記号、性
別、氏名などの点検に必要なデータをレセプトの中
から抽出して保険者に送付。月末までに抽出データ
を返却してもらうことを想定している。現時点では、
協会けんぽへのデータ送付を予定している。システ
ム障害などを保険者にメールで通知することも７月
をめどに行う計画。
　被保険者資格を早期に確認することで、保険者側
は診療報酬や手数料を支払ってから精算されるまで
の数カ月間のタイムラグが短くなり、医療機関側も
資格を間違えたまま数カ月間請求し続けることを防
ぎやすくなるという。記者会見で安藤清寛審議役は
「早期に資格の確認を行うことは、医療機関にとって
も保険者にとってもメリットのあることだと考えて
いる」と強調した。
●後発品への変更調剤の査定「厚労省に照会中」
　医療機関が処方した先発品を調剤薬局が後発品に
変更調剤する際、先発品に適応があり後発品に適応
がないケースについて、支払基金は「審査すると
『適応外使用』となる可能性がある」と、現状では査
定・返戻対象となることを示唆した。その上で、査
定となった場合に、調剤薬局への支払い額から差し
引くのか、医療機関への支払い額から差し引くのか
については現在、厚生労働省医療課に照会しており、
回答待ちとなっているとした。
（３/１MEDIFAXより）
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平井会長「前期高齢者にも公費投入を」／健
保連定時総会
　健保連の平井克彦会長は２月１８日、定時総会で挨
拶し、厚生労働省の高齢者医療制度改革の最終取り
まとめ案について「およそ改革案とは呼べない。場
当たり的な案」とあらためて批判した。その上で
「６５－７４歳の前期高齢者の部分に公費が入っていな
いがゆえに、われわれ（健保組合）は大変な財政危
機に陥っている」と述べ、前期高齢者の部分に消費
税を財源とする公費を投入することが重要との考え
を示した。
　社会保障と税の一体改革の動きについて平井会長
は「医療保険制度をはじめとする社会保障制度全般
のグランドデザインの検討がまさに緒に就いたも
の」と期待するとともに、超党派での協議を政治主
導で推進する必要性を指摘した。
　平井会長はまた、「今のような危機的な状況にある
からこそ、健保組合の原点に立ち、保険者機能を強
化し、保健事業の効率化をしっかりとやっていきた
い」と、保険者機能の強化の必要性をあらためて強
調。各健保組合の保険者機能の強化や保健事業に対
し、健保連として支援することを２０１１年度事業計画
案として提案したと説明した。総会では、同事業計
画案などすべての議案が承認された。
●大塚副大臣、公費投入に慎重姿勢
　来賓として出席した厚労省の大塚耕平副大臣は、
健保連や健保組合が保険者機能を発揮してわが国の
医療保険制度を支えていると評価した。ただ、平井
会長が訴えた「公費投入」については、国としての
事業の継続性や、他の分野に投入する公的資金が失
われる問題に触れた上で「全体として今後の国のあ
りようを考えないと、健保連だけが今の所属する人
たちの立場で発信・提案すると、次の世代には大変
難しいメッセージを発することになる」と述べ、慎
重な姿勢を示した。（２/２１MEDIFAXより）

ワクチン再開「検討は早期に」／日医・保坂
常任理事、接種後死亡で
　日本医師会の保坂シゲリ常任理事は３月９日の定
例会見で、小児用肺炎球菌ワクチンやヒブワクチン
などの同時接種後に乳幼児５人が死亡し、厚生労働
省がワクチン接種の一時見合わせを決めたことにつ
いて「厚労省の迅速な対応に賛成する」と表明した。
同時に、ワクチン接種を再開するかどうかの結論を
急ぐ必要があるとの考えも示し「なるべく早期に今

後のことを検討すべき」と指摘した。
　保坂氏は、亡くなった５人に哀悼の意を示した上
で「子どもの死は人々にとって重く、ともすれば冷
静に判断できなくなることがある。だが、すべての
子どもを守るためには、冷静に真摯に検討し、行動
しなければならない」と述べた。従来の予防接種行
政では、問題が起きるたびに時間をかけて検証し、
結果として海外との２０年間の“ワクチンギャップ”
が発生したとも指摘。今回の同時接種後の死亡例検
証については「ほぼすべての関係者がすぐに結果を
出さなければならないという認識で一致している」
と述べた。
　保坂氏は、３月８日に出席した厚生労働省の合同
会議を振り返り「亡くなった５例を検証すると、予
防接種との関係を積極的に支持する内容ではなく、
ワクチンが危険ではないということは分かった。だ
が、統計的なものも含めてデータが足りず、もう少
し情報を集めようということになった」と説明。日
本にはワクチン接種した小児と非接種小児の死亡を
統計的に比較するシステムがない点も問題視し「リ
アルタイムとはいかなくても、早期に検証できる仕
組みをつくっていきたい」と述べた。
（３/１０MEDIFAXより）

「医療は実験台ではない」「医療で外貨を」／
規制改革でシンポ
　「医療、介護、福祉は実験台にできない」「医療を
外貨獲得につなげるべきだ」。２月２１日に東京都内で
開かれた医療関連サービス振興会のシンポジウムで
は、規制・制度改革や国際医療交流などについて、
医療関係者と経済関係者が持論を展開し、産業とし
ての医療の在り方をめぐって意見を戦わせた。
●総合特区法案に反対／日医・羽生田副会長
　日本医師会の羽生田俊副会長は、工業地域への病
院建設を認めることなどを盛り込んだ総合特別区域
法案を挙げ「特区というのは実験だ。われわれから
すると人間の命を実験台にするわけにはいかない」
と反対した。「環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）
など、これを突破口として医療に入ってこようとす
る意図が感じられる」と警戒感を示した。その上で
「厚生労働省はこれまで特区には反対してきたはず
だ。本当に良いものなら全国でやればいい」と述べ
た。
　全日本病院協会の神野正博副会長（社会医療法人
財団董仙会理事長）は、羽生田副会長の意見に対し
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て「私も賛成だ」とした上で、「良いことは全国レベ
ルでやっていただきたい。地域ごとに良いことはた
くさんある」と述べた。
●病院・医学部含め医療制度の輸出を／キヤノン研
究所・松山氏

　松山幸弘氏（一般財団法人キヤノングローバル戦
略研究所研究主幹）は、医療を経済成長の牽引役と
する方策について「外貨獲得につながらなければ、
マクロ経済的には何の意味もない」と主張。医療ツ
ーリズムに対し「ものが小さくてほとんど役に立た
ないと思っている」と述べた。その上で「病院、も
しくは医療制度のパッケージそのもの、医学部を含
めた輸出をすべき」と提案した。
　米国などでは大規模な病院グループによる非営利
の医療事業体が大学と協力して中東、アジアに進出
しているとし、「非営利の仕組みの中で、メガ医療事
業体を日本でもつくるべきだ」とした。
　「日本と米国、欧州などでは、非営利の考え方が違
うのではないか」との神野氏の質問に対し、松山氏
は「非営利というのは、生まれた利益が個人にいか
ないということ。これは国際基準だ」と説明した。
羽生田氏は「日本ではどう医療を立て直すかという
ことが大事だ。まず国内を何とかしなければどうに
もならない」とし、国内の医療体制の整備が最優先
とした。（２/２２MEDIFAXより）

未承認の幹細胞医療「関与すべきでない」／
再生医療学会
　日本再生医療学会は３月２日、科学的根拠が乏し
く安全性が低いと考えられる未承認の幹細胞を用い
た医療行為に、同学会員が関与しないよう求める勧
告文を出した。再生医療を行うに当たっては、２０１０
年改正された厚生労働省の「ヒト幹細胞を用いる臨
床研究に関する指針」（ヒト幹指針）や薬事法に基づ
いた治験に従うよう求めている。勧告文は、同学会
ホームページに掲載するほか、会誌へ掲載するなど
して会員に注意喚起する。
　勧告文は、ヒト幹指針や薬事法に基づいた治験な
どで安全性を確保せずに、治療効果や安全性がはっ
きりしない幹細胞を用いた医療行為を高額で提供し
ている施設があると問題視した。同学会理事長の岡
野光夫氏は「特に患者を守るという観点から勧告文
を出した。関与している会員にはできるかぎり早く
修正していただきたい。行き過ぎた行為があった場
合は除名処分もあり得る。行政と相談して対応して

いきたい」とした。
　また、同学会は今後、行政と連携して、自家細胞
を用いた再生・細胞医療を、臨床研究から治験、診
療報酬評価につなげる体制・制度を確立するほか、
医療法や薬事法の改正を推進して適切な医療提供体
制を構築することで、患者の安全性の確保に取り組
む方針を示した。（３/３MEDIFAXより）

イレッサ訴訟、ＡＺに賠償命令／大阪地裁、
国の責任は否定
　抗がん剤「イレッサ」の副作用をめぐり患者・遺
族１１人が国とアストラゼネカ（ＡＺ）に対し総額１
億４５０万円の損害賠償を求めた訴訟の判決が２月２５
日、大阪地裁であった。承認当時の添付文書は間質
性肺炎への注意喚起が不十分だったとして、ＡＺに
総額６０５０万円の支払いを命じた。損害賠償は、ドク
ターレターが発出され添付文書の警告欄に間質性肺
炎が記載された２００２年１０月１５日より前に処方された
患者が対象で、それ以降のケースでは企業の責任は
認めなかった。一方、国の監督責任は認めず、原告
側の請求を棄却した。
　判決ではＡＺに対して、国内臨床試験と海外の副
作用報告などから「イレッサの承認当時、死に至る
可能性がある間質性肺炎の危険性を認識できた可能
性があった」とした。焦点となっている添付文書の
記載については、厚生労働省が通達で「重要と考え
られる事項を前の方に配列すること」と指導してい
る点を指摘。また、発売当初から警告欄に間質性肺
炎を記載することについても「支障はなかった」と
した。
　その上で「少なくとも第１版添付文書では重大な
副作用欄の最初に間質性肺炎を記載すべきであり、
間質性肺炎が致死的な転帰をたどる可能性があった
ことを警告欄に記載し注意喚起すべきだった」と指
摘。「抗がん剤が通常有すべき安全性を欠いていたと
言わざるを得ず、製造物責任法上の指示・警告上の
欠陥があった」とＡＺの責任を認めた。ただ、イレ
ッサの有用性については承認時から現在に至るまで
認めた。
　一方、国の責任については、承認当時からイレッ
サの有用性は認められることや、国の安全対策が著
しく合理性を欠くとは言えないことなどから「国家
賠償法上の違法性はない」として原告の訴えを退け
た。重大な副作用欄に記載しただけでは間質性肺炎
の危険性が医療現場で警戒されず、広く用いられる

京都保険医新聞

１７

情
勢
ト
ピ
ッ
ク
ス

第１４１号

２０１１年（平成２３年）３月２5日　毎月５日・ 20日・ 25日発行 （昭和２６年３月５日第３種郵便物認可）　第２７８０号



危険性については「高度の蓋然性をもって認識でき
なかった」とした。また、「ＡＺが審査過程で間質性
肺炎を添付文書に記載することに消極的な態度を示
していた」とも指摘した。
　その上で「当時の医学的・薬学的知見では、厚労
大臣が取った措置は一応の合理性を有し、許容限度
を逸脱して著しく合理性を欠くものとは認められな
い」「使用限定を付さなかったことや、全例調査を実
施しなかったことも著しく合理性を欠くとは言えな
い」として国の責任は認めなかった。
（２/２８MEDIFAXより）

 

希望者は研修なしで継続可能／介護職員らの
たん吸引・経管栄養
　厚生労働省は、たんの吸引や経管栄養の実施が「違
法性阻却」として運用上認められている介護職員ら
について、２０１２年度以降も継続して実施することを
希望する場合は、現在、通知で認められている行為・
範囲に限って実施を認める認定証を発行することを
決めた。現在、認められている行為・範囲であれば、
追加的な研修は不要。今国会に提出する予定の介護
保険法改正案に盛り込む。
　厚労省は「介護職員等によるたんの吸引等の実施
のための制度の在り方に関する検討会」での議論を
踏まえ、今国会に提出する介護保険法改正案で、１２
年度以降、たん吸引と経管栄養については今後養成
する介護福祉士の標準業務として位置付けるほか、
一定の研修を受けた職員の実施も認める内容を盛り
込んだ。法整備と併せて、現在運用上認められてい
る介護職員らも継続して実施できる経過措置も検討
してきた。
●他の範囲は追加研修
　１２年度以降もたんの吸引や経管栄養を継続して実
施することを希望する場合、現在、たんの吸引や経
管栄養の研修を行っている事業者などを通じ、法施
行前に厚労省が通達する予定の手続きに沿って都道
府県に申請すれば、法施行後も支障なく実施できる
よう調整する。現在認められている範囲以外も実施
したい場合は、その行為・範囲に関する追加的な研
修を受講する必要がある。

　通知による違法性阻却として認められているたん
吸引と経管栄養の範囲は「鼻腔内のたん吸引」「口腔
内のたん吸引」「気管カニューレ内のたん吸引」「胃
瘻」「腸瘻（空腸瘻）」「経鼻経管栄養」の６つに分け
られる。
　職員らが実施する場所によって認められている行
為やその範囲がそれぞれ異なることや、職場でのＯ
ＪＴが違法となってしまうことなどが、行政刷新会
議の「規制・制度改革に関する分科会」で指摘され、
菅直人首相も早急な法整備の検討を指示していた。
　現在、実施場所ごとに認められている行為と範囲
は以下の通り。
　▽在宅＝鼻腔・口腔・気管カニューレ内のたん吸
引▽特別支援学校＝鼻腔・口腔内のたん吸引、胃瘻、
腸瘻（空腸瘻）、経鼻経管栄養▽特養＝口腔内のたん
吸引、胃瘻（２/２５MEDIFAXより）

介護療養廃止６年延期を了承／介護保険改正
案で民主部門会議
　介護療養病床の廃止を２０１２年３月末から６年間延
期することなどを盛り込んだ「介護保険法等の一部
を改正する法律案」について、民主党の厚生労働部
門会議は２月２３日、厚生労働省から法案の説明を受
けた。出席議員から異論はなく、政府は３月、法案
を閣議決定し今国会に提出する方針だ。
　法案では、将来的に介護療養病床を廃止する方針
は変えないものの、今ある介護療養病床に６年間の
猶予期間を設ける。１２年度以降は介護療養病床の新
設を認めない。猶予期間の間に介護報酬など必要な
支援策を設けて、老健施設などへの転換を進める。
　厚労部門会議の足立信也副座長は会議終了後の会
見で「療養病床は医療保険と介護保険の両方に関わ
ってくる。両方の報酬改定があるタイミングでない
と整理できない」と述べ、６年延期することによっ
て、転換を促すための支援策を１２年度と１８年度の２
度の同時改定で対応できると評価した。法案の審議
について足立副座長は「与党内では、介護保険法を
参院で先議することになっている」と述べた。
　今回の法改正では、新たな介護サービスを法律に
盛り込んで要介護の高齢者が自宅で暮らせるよう支
援する。訪問介護と訪問看護が連携し２４時間対応で
サービスを提供する「定期巡回・随時対応型訪問介
護看護」や、１つの事業所が複数の介護サービスを
組み合わせて提供する「複合型サービス」を盛り込
む。
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　また、医行為である「たんの吸引」「経管栄養」に
ついて、一定の研修を修了した介護職員もできるよ
う法改正する。社会医療法人が特別養護老人ホーム
の開設者になることも認める。
　法案では、６５歳以上の第１号被保険者の保険料の
軽減を図るため、基金を取り崩すことを明記する。
国と都道府県、市町村が３分の１ずつ出資し、都道
府県ごとに積み立てている「財政安定化基金」の一
部を取り崩す。地方自治体ごとに積み立てている「市
町村準備基金」も一部取り崩す。
●「処遇改善交付金」を介護保険で対応
　厚労省の試算では、第４期（０９－１１年）の第１号
被保険者の全国平均の保険料４１６０円に対し、第５期
（１２－１４年）は５１８０円程度と大きく上がる。介護職員
の賃金に月額１万５０００円を上乗せする「介護職員処
遇改善交付金」を介護保険で対応することや、高齢
化による自然増などが保険料の上昇に影響している
という。このため基金を取り崩して保険料の上昇を
抑制する。（２/２４MEDIFAXより）

加算設定の裁量権を自治体に／介護保険改正
案、大臣認可撤廃
　厚生労働省は地域密着型の介護サービスについ
て、一定の範囲内であれば自治体の裁量で介護報酬
への加算を独自に設定できる仕組みを導入する。今
国会に提出予定の介護保険制度改正案に盛り込む。
小規模多機能型居宅介護と夜間対応型サービス、さ
らに、２０１２年度から新サービスとして実施を目指し
ている「２４時間地域巡回・随時訪問サービス」にも、
地域のニーズに合わせた独自の加算が設定できるよ
うになる。
　老健局総務課の大澤範恭課長が２月２２日の全国介
護保険・高齢者保健福祉担当課長会議で明らかにし
た。現在も地域密着型の介護サービスに関しては、
全国一律の介護報酬より低い報酬設定であれば自治
体に裁量権を認めている。また、全国一律の報酬を
超える独自の上乗せ加算を設定する際も、厚生労働
大臣の個別認可を受ければ一定の範囲で可能となっ
ている。今回の改正では、独自に加算を設定する際
の大臣認可制度を撤廃する。
●現在は２０自治体で独自に設定
　振興課によると、現在、大臣認可を受けて独自の
加算を設定しているのは東京都千代田区や大阪市、
石川県加賀市など２０の自治体。２０全ての自治体が小
規模多機能に独自の加算を設定しているほか、この

うち２つの自治体では夜間対応型訪問介護にも加算
を設定している。
　加算の設定方法はさまざまだが▽認知症加算のな
い日常生活自立度Ⅱの高齢者を受け入れている小規
模多機能型居宅介護（加算３００単位・対象者加算）▽
夜間対応型訪問介護のオペーレーションセンターに
医療職（医師・看護師・保健師のいずれか）を配置
し、多職種間の連携を調整し、２４時間体制を整備
（同１００単位）▽介護従事者の８０％が常勤（同３００単位）
─などがある。
●「２４時間サービス」にも自治体の判断で
　２４時間サービスにも独自の加算を可能とする。現
在、事業者によってはテレビ電話を用いたモデルや、
民間タクシー会社と連携するモデルなど、独自の工
夫で２４時間対応のサービスを提供している。厚労省
は加算について「設定する際の条件や単位の範囲な
どの詳細はこれから決める」（大澤総務課長）として
いるが、自治体の判断で地域のニーズに合わせたサ
ービスを提供できる仕組みにする狙いだ。
（２/２４MEDIFAXより）

「小規模多機能＋訪問看護」以外も／複合型サ
ービス
　厚生労働省は今国会に改正法案を提出し、２０１２年
度から創設する予定の複合型サービスについて、小
規模多機能と訪問看護以外の居宅サービスの組み合
わせも可能となるよう対応する方針だ。老健局振興
課の川又竹男課長はメディファクスの取材に対し
「当面は小規模多機能と訪問看護の組み合わせにつ
いて詳細を検討していることは変わらない」とした
上で、「他の組み合わせが必要な場合、法改正しなく
てもいいようにした」と改正案について説明。社会
保障審議会・介護給付費分科会での次期介護報酬改
定に向けた議論によっては、他の組み合わせを１２年
度から実施する可能性もあることを示唆した。
　改正法案の条文には「２種類以上の組み合わせ」
との文言もあり、介護給付費分科会での議論が注目
される。ただ、川又課長は「（条文に）施設系はな
い」と指摘。施設系と居宅系の組み合わせは候補に
ないとした。
　２種類以上の組み合わせの選択肢として、介護保
険法改正案の条文に書き込まれたサービスは以下の
通り。
　▽訪問介護▽訪問入浴介護▽訪問看護▽訪問リハ
ビリテーション▽居宅療養管理指導▽通所介護▽通
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所リハビリテーション▽短期入所生活介護▽短期入
所療養介護▽定期巡回・随時対応型訪問介護看護（前
呼称＝２４時間地域巡回・随時訪問型サービス）▽夜
間対応型訪問介護▽認知症対応型通所介護▽小規模
多機能型居宅介護（２/２５MEDIFAXより）

「２４時間型」１事業所の必要介護職は２２.８人／
厚労省が試算
　厚生労働省は２月２５日、「２４時間地域巡回型訪問サ
ービスのあり方検討会」の報告書を公表した。今国
会に介護保険法の改正案を提出し、２０１２年度からの
スタートを目指す２４時間型のサービスについて、１
事業所に必要な介護職は２２.８人とするシミュレーシ
ョンを示した。厚労省は１１年度予算案に１２億円を計
上しており、シミュレーションなどを参考にモデル
事業を６０市区町村で実施する。細かなサービス基準
や介護報酬などは、モデル事業や社会保障審議会・
介護給付費分科会の議論を踏まえて検討する。
　シミュレーションでは、民間シンクタンクが実施
したモデル事業を基に、１事業所当たりの利用者数
を４５人と想定し、常勤換算で介護職員２２.８人、看護
職員１.７１人、面接相談員１.０人が必要とした。利用者
からのコールなどを受け付けるオペレーターは１事
業所当たり常時１人、同一地域内に事業者が複数の
事業所を設置する場合も、必要な職員体制は常時１
人とした。費用については、事業規模や人員構成、
間接経費などの変動要素が多いため算出しなかっ
た。
　日常生活圏域とされる中学校区の総人口を１０万人
と想定した事業所配置のシミュレーションでは、高
齢化率２３.１％、要介護認定率１６.４％、訪問介護利用率
１７.１％と想定し、必要な事業所数は５カ所とした。
（２/２８MEDIFAXより）

介護療養、利用率は９割超え／０９年介護施設・
事業所調査
　２０１１年度末の廃止を延期することになった介護療
養型医療施設の利用率は、０９年１０月時点で９割を超
えていたことが、厚生労働省が２月１７日に公表した
「０９年介護サービス施設・事業所調査結果の概況」で
分かった。介護老人保健施設などを含むいわゆる「介
護保険３施設」の利用率は、いずれも９割以上だっ
た。
　０９年１０月１日現在の介護療養の平均定員４４.３人に
対し、平均在所者数は４１.４人で、利用率は９３.４％。老

健では定員９１.０人に対し在所者数８３.５人（利用率
９１.８％）、特養では定員７０.６人に対し在所者数６９.５人
（同９８.５％）だった。在所者の平均要介護度は介護療
養が４.３８で最も高く、特養３.８６、老健３.３１と続いた。
３施設の在所者の内訳は、特養が５２.４％と最も多く、
次いで老健３７.１％、介護療養１０.５％だった。
　施設の部屋の種類については、特養では「個室」
が６１.７％で最も多く、老健と介護療養では「４人室」
がそれぞれ４３.４％と５１.２％で最も多かった。
●訪看ＳＴ、１人当たり月５.８回利用
　居宅系サービス事業所では、訪問看護ステーショ
ン１事業者当たりの平均利用者数は５６.４人、利用者
１人当たりの１カ月利用回数は５.８回だった。利用者
数の規模別の内訳は「２０－３９人」が２７.２％で最も多
く、「４０－５９人」（２４.１％）、「６０－７９人」（１５.７％）、
「１－１９人」（１２.３％）と続いた。
　訪問介護では、１事業所当たりの平均が３６.０人、
利用者規模は「１－１９人」（３４.０％）が最も多く、同
利用回数は１６.１回。一方、小規模多機能型居宅介護
の同利用回数は２７.９回だった。訪問介護サービスの
提供内容の割合は、４２.４％の「掃除」が最も多く、
次いで「一般的な調理・配膳」（３３.５％）、「排泄介助」
（３１.９％）、「更衣介助」（２２.８％）。「自立支援のための
見守り的援助」は１７.３％だった。
　居宅系事業所の経営主体別の構成割合は、介護予
防支援事業所（地域包括支援センター）では、社会
福祉法人の４７.９％が最も多く、地方公共団体が
３１.８％、医療法人が１１.４％。居宅介護支援事業所全体
では、営利法人（３８.７％）、社会福祉法人（２９.９％）、
医療法人（１９.４％）の順だった。
　調査は全数を客体とし、介護療養２１５９施設、老健
３６１１施設、特養６１２７施設（施設数は０９年１０月１日現
在）を対象に実施。集計できた回答数は介護療養１９８０
施設、老健３４６３施設、特養５８７６施設だった。
　居宅系は、訪問介護２万５７９２事業所、訪問看護ス
テーション５７３４事業所などが対象。集計できた回答
数は、訪問介護２万１５１７施設、訪問看護ステーショ
ン５２２１施設だった。サービス利用回数は０９年９月１
カ月を集計・分析した。（２/１８MEDIFAXより）

介護事業に本格参入／明治安田が中期計画で
表明
　明治安田生命保険は３月９日、介護事業に本格参
入する方針を打ち出した。国内の生保市場が縮小す
る中、成長の見込める介護分野へ積極投資し、新た

京都保険医新聞

第１４１号２０

２０１１年（平成２３年）３月２5日　毎月５日・ 20日・ 25日発行 （昭和２６年３月５日第３種郵便物認可）　第２７８０号



な収益源に育てる考え。同日発表の２０１１年度から３
年間の中期経営計画に盛り込んだ。
　具体的には、企業の合併・買収（Ｍ＆Ａ）などに
より介護施設の運営事業に進出。介護保険の商品群
を拡大したり、コンサルティング販売の手法につい
て研究を進め、営業職員の販売力を強化したりする
としている。【共同】（３/１１MEDIFAXより）

 

出生数１１０万２０００人に増加／２０１０年人口動態
統計
　厚生労働省が２月２１日に公表した人口動態統計
（速報値）によると、２０１０年の出生数は前年より２０００
人多い１１０万２０００人となった。一方、死亡数は前年よ
り５万５０００人多い１２０万８０００人で、自然増減数は１０万
６０００人減となった。（２/２２MEDIFAXより）

約１４３万人の妊婦が健康診査を受診／０９年報告
　厚生労働省の２００９年度「地域保健・健康増進事業
報告の概況」によると、市区町村実施の妊産婦一般
健康診査を受けた実人員は「妊婦」約１４３万１０００人、
「産婦」約６万７０００人となった。また、保健所・市区
町村で精神障害者の社会復帰や心の健康づくりなど
に関する相談などを行った延べ人員は「相談」約８１
万８０００人、「デイ・ケア」約１９万２０００人、「訪問指導」
約３１万８０００人、「電話相談」約１１４万３０００人となり、
「相談」と「電話相談」が前年を上回った。
　市区町村が実施した肝炎ウイルス検診の受診者数
は「Ｂ型肝炎ウイルス検診」が約６４万４０００人でその
うち「陽性」と判定された人は約８０００人だった。「Ｃ
型肝炎ウイルス検診」は約６４万人が受診し、「現在、Ｃ
型肝炎ウイルスに感染している可能性が極めて高
い」と判定された人は約６０００人となった。
●がん検診受診率、胃がん１０.１％、肺がん１７.８％
　市区町村が実施した０９年度がん検診受診率は「胃
がん」１０.１％、「肺がん」１７.８％、「大腸がん」１６.５％、
「子宮がん」２１.０％、「乳がん」１６.３％となった。ま
た、０８年度に実施したがん検診の要精密検査者のう
ちがんだった人のがん検診受診者に対する割合を見
ると、「乳がん」０.３２％、「大腸がん」０.２１％、「胃が
ん」０.１７％、「子宮がん」０.０７％、「肺がん」０.０６％、

となった。（２/２４MEDIFAXより）

医療者数の法令適合率が改善／厚労省０９年度
立ち入り検査
　厚生労働省医政局指導課は２月２１日、２００９年４月
から１０年３月にかけて実施した病院への立ち入り検
査の結果を公表した。０９年度は、医師・看護師・薬
剤師について医療法や関連法令が定める標準数と適
合する割合は、０８年度より高かった。医師数の適合
率は、約１００ある検査項目のうち２番目に低かった。
　立ち入り検査は医療法第２５条の規定に基づいて、
医療従事者数や診療録の管理状況、安全管理の体制
確保などについて医療法や関連法令を順守している
かどうかを検査するもので、０９年度は８２１４施設が対
象となった。順守率は全体で９７.８％。医療従事者数
は９５.５％、管理は９７.１％、帳票・記録は９７.８％などと
なった。
　適合率のワースト３は「職員の健康管理」８９.５％
（０８年度８８.８％）、「医師数」９０.０％（同８８.３％）、「医
療機器の保守点検実施」９３.１％（同９０.４％）だった。
医師数の適合率は０３年度には８１.３％だったが、年々
改善している。
　医師数の適合率を地域別に見ると、北海道・東北
が７７.８％と最も低く、近畿が９５.５％と最も高かった。
８２１１施設のうち８２１施設が医師標準数を満たさなか
った一方で、配置医師数が法定医師標準数の１５０％以
上となった施設は２４８３あった。
　看護師等数の適合率は９９.２％（０８年度９８.９％）で、地
域別では関東が９８.４％で最も低かった。病床規模別
に見ると、最も適合率が低かったのは一般病床では
２０－４９床で９８.５％、精神病床では５０－９９床で９１.３％だ
った。
　薬剤師数の適合率は９４.４％（同９３.７％）だった。
（２/２２MEDIFAXより）

受け取り代理実施は２２１施設／出産一時金
　４月から出産育児一時金の受け取り代理制度を実
施する施設が２２１施設となることが３月７日、厚生労
働省のまとめで分かった。全分娩取り扱い施設の約
７％に当たる。厚労省は、受け取り代理制度の実施
を届け出た施設の一覧を各医療保険者に通知した。
　受け取り代理制度の実施を届け出たのは、病院が
５施設、診療所１４８施設、助産所６８施設で、それぞれ
の分娩取り扱い施設数に占める割合は、病院０.４％、
診療所１０.３％、助産所１５.４％となっている。届け出施
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設の一覧は公表しない。
　出産育児一時金の受け取り代理制度をめぐって
は、２００９年１０月に導入された直接支払い制度により
資金繰りが困難になるなどの声を受け、見直しを進
めていた。厚労省は受け取り代理制度の実施の対象
として▽年間平均分娩取り扱い件数１００件以下▽正
常分娩に関する収入の割合が５０％以上―のいずれか
を満たす診療所・助産所を目安とし、２月末までに
厚労省に届け出るように通知していた。
（３/７MEDIFAXより）

救急出動件数、過去最高の５４６万件／消防庁１０
年速報
　２０１０年の救急出動件数と救急搬送人員が過去最高
となったことが２月１８日、総務省消防庁が公表した
救急出動状況の速報で分かった。救急搬送の件数は
５４６万３２０１件で前年比６.７％の増、救急搬送人員は４９７
万９２１３人で前年比６.３％の増となった。救急出動件数
は０７年をピークに減少し、過去２年間は横ばい傾向
となっていたが、０７年を上回る大幅な増加となった。
同庁救急企画室は「消防本部の印象では高齢傷病者
の増加が多かったが、詳細な要因は明確に答えられ
ない」としている。
　都道府県別では、全都道府県で救急出動件数が増
加しており、全国８０２消防本部のうち、件数が増加し
た消防本部は７４８本部（９３.３％）に上った。減少した
消防本部は５２本部（６.５％）、増減がなかった消防本
部は２本部（０.２％）だった。事故種別の出動件数で
は急病が最も多い３３９万６９６件で、前年比２４万８８１４件、
７.９％の増。増加件数の約７割を占めた。転院による
出動件数も４６万８８２１件となり、前年比２万１９４３件、
４.９％の増だった。
●要因は「高齢傷病者の増加」が８割
　出動件数が増加した７４８本部に増加した要因を聞
いた質問では「高齢の傷病者の増加」が最も多く、
６０５本部（８０.９％）に上った。１０年夏の猛暑の影響も
あり「熱中症傷病者の増加」を挙げた消防本部も４０６
本部（５４.３％）となった。「緊急性が低いと思われる
傷病者の増加」は２８７本部（３８.４％）だった。
（２/２１MEDIFAXより）

在宅医療の夜間対応「知らない」６割／患者・
家族への意識調査
　厚生労働省の在宅医療普及啓発推進事業として東
京都内で３月５日開かれた市民フォーラムで、患者・

家族への意識調査から、在宅医療の具体的な内容が
知られていないことが普及の障害となっているとの
指摘があった。推進事業の一環として調査を実施し
た大阪大コミュニケーションデザイン・センター助
教の平井啓氏が発表した。
　意識調査は民間調査会社に登録する一般生活者モ
ニターのうち、がんもしくは心疾患で通院中の患者
５００人と、同居する家族５００人の計１０００人を対象に実
施した。「在宅医療」という言葉を知っている患者・
家族は約４０％で、聞いたことはあってもよく知らな
いと答えた患者・家族は約６０％だった。
　在宅医療の内容では「介護・ケアの方法を家族に
教えてくれる」６５％、「緊急時など必要に応じて入院
先を紹介してくれる」５５％と、漠然とした知識につ
いては比較的、認知度が高かった。一方、「休日・夜
間でも対応してくれる」３８％、「薬剤師が訪問して正
しい服薬などを指導してくれる」３６％、「心電図や超
音波検査ができる」３４％、「病院で提供されている医
療の多くは自宅でも行える」３３％など、具体的な医
療内容については知らないと答えた患者・家族が６
割を超えた。
　平井氏は、患者・家族が在宅医療を選択するよう
になるには、在宅医療への肯定的評価を上げ、不安
をぬぐい去ることが重要とし「普及・啓発には適切
な知識を提供することが大切なのではないか」と提
言した。（３/８MEDIFAXより）

麻しん排除計画から２年半「患者数は著減」
／厚労科研が中間評価
　２００８年の麻しん排除計画の開始から２年半が経過
し「患者報告数は著減した」とする中間評価を３月
２日、国立感染症研究所感染症情報センターの砂川
富正氏が厚生労働省の「麻しん対策推進会議」で報
告した。中間評価では、０９年度末時点までの予防接
種率は第１期・第２期ともに９０％台を維持している
ものの、国全体では目標である接種率９５％を達成し
ていないと指摘し、今後の取り組みについて提言し
た。
　「麻疹排除計画中間評価（主に１０年８月時点）」は、
厚生労働科学研究費「ワクチン戦略による麻疹およ
び先天性風疹症候群の排除、およびワクチンで予防
可能な疾患の疫学並びにワクチンの有用性に関する
基礎的臨床的研究」（研究代表者＝岡部信彦・感染研
感染症情報センター長）の一環として行われた。中
間評価では、今後の取り組みとして▽接種率９５％以
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上に向けて未接種者の把握や個別勧奨の徹底▽全例
検査診断化へのサーベイランス届け出定義の変更▽
国レベルでのキャンペーン戦略―などを提言した。
●麻しん排除の目安を１５道県が達成
　現在、国内では１２年度までの麻しん排除達成に向
けて取り組みを行っている。国立感染症研究所の麻
しん対策技術支援チームによると、１０年の麻しん患
者年間累積報告数は４５０例で、０８年の１万１０１５例から
比較して９６％減少した。また、麻しん排除の定義で
ある「人口１００万人に１人」について１０年は１５道県で
達成したものの、全国的には３.５人となり、目安の１.０
人を上回っている。
　同チームは「麻しんの確実な検査診断が重要にな
っている。検査結果の妥当性を検討する根拠となる
発病日や検体採取日の把握も重要性が増してきてい
る」としている。（３/３MEDIFAXより）

在宅医療廃棄物「約４割の市町村回収せず」
／日医など調査
　日本医師会は３月９日、在宅医療廃棄物について
市町村と郡市区医師会を対象に調査した結果を公表
した。注射針や点滴針などの鋭利な廃棄物を除く非
鋭利な在宅医療廃棄物を全て回収している市町村は
推計で４１.８％だった。一方、鋭利、非鋭利を問わず
在宅医療廃棄物を全く回収していない市町村も推計
で３８.８％に上った。葉梨之紀常任理事が定例会見で
概要を報告した。
　環境省が２００６年に実施した調査では、通知で示し
た望ましい方法に従って在宅医療廃棄物を回収する
としていた市町村は３１.０％で、在宅医療廃棄物を全
く回収していない市町村は５１.５％だった。葉梨常任
理事は今回の結果を「０６年と比べると進んでいると
言える」と評価したが、約４割が全く回収していな
いとし「これから在宅医療が推進されることで医療
廃棄物の量が増えることが懸念される。市町村との
役割分担が必要」と改善を求めた。
　今回の調査で、回収しない在宅医療廃棄物がある
場合に医療関係者と協議を行い、合意を得ていた市
町村は３１.３％、協議を行っていなかったのは６２.７％だ
った。処理費用の負担は５７.８％の市町村が「医療の
提供者が負担するべき」とし、郡市区医師会では、
５１.１％が「市町村が負担するべき」とした。
　調査は日医と日本産業廃棄物処理振興センターが
協力して行った。１００市町村とその市町村に位置する
１１３郡市区医師会にアンケート調査をした。アンケー

トの回収率は市町村が８４.０％、郡市区医師会が５０.４％
だった。
　環境省が在宅医療廃棄物について０５年に発出した
通知によると、注射針などの鋭利な物は医療関係者
または患者・家族が医療機関へ持ち込み感染性廃棄
物として処理し、それ以外の非鋭利な物は市町村が
一般廃棄物として処理するのが望ましいとしてい
る。（３/１０MEDIFAXより）

医師会へ苦情相談、３年間で１万件超／都道
府県医受け付け分
　日本医師会は２月２４日、都道府県医師会が受け付
けた苦情相談についてのアンケート結果を公表し
た。２００７年度から０９年度までの３年間に、都道府県
医師会全体で１万５９９件の苦情相談が寄せられてい
た。日医会館で開かれた会員の倫理・資質向上に向
けたシンポジウムで藤川謙二常任理事が報告した。
藤川常任理事は「件数を記録していないなどの医師
会もあることから、大都市圏を中心に結果よりも多
い件数が寄せられていると考えられる」としている。
　苦情相談内容では「医師・職員の対応」が２７４２件、
「治療内容」が２７０６件で、この２項目でほぼ半数を占
めた。ほかに「精神科・心療内科領域」１０６１件、「医
療費（診療報酬など）」１０４３件、「医師の説明」１０２６
件などがあった。苦情相談の対応で苦慮した例では
「医師・医療機関の対応や診断・治療に対する不信」と
回答した医師会が１５医師会、「悪質なクレーマー・モ
ンスターペイシェント」が１３医師会、「被害妄想・精
神疾患患者・認知症の高齢者」が１２医師会だった。
　診療に関する相談窓口を「設置している」と回答
したのは４６医師会。「設置していない」と回答した１
医師会も、「苦情相談が多数寄せられるので総務課を
中心に対応している」とした。愛知県医師会は県の
委託事業として実施していた。行政機関などとの情
報交換をしていたのは３７医師会、情報交換がなかっ
たのは１０医師会だった。情報交換先として最も多か
ったのは県の担当課で２３医師会、次いで医療安全支
援センターが２１医師会だった。
　苦情相談の受け付け方法は電話が最も多く９２４４
件、医師会に来館するケースや手紙、ファクスなど
文書で相談するケースもあった。苦情相談相手は患
者本人が最も多く６３８９件、次いで患者の家族や親戚、
知人などが２７３２件だった。医師からの苦情相談も３２４
件あった。（２/２５MEDIFAXより）
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患者からＡＤＲ申し入れ、病院の約５％／日
病協調査
　日本病院団体協議会は２月２５日、代表者会議後の
会見で、日病協加盟の病院を対象に実施した裁判外
紛争解決（ＡＤＲ）に関する現状調査の概要を公表
した。約５％の病院が、患者側からＡＤＲの申し入
れを受けていた。邉見公雄議長（全国自治体病院協
議会長）は「今回の調査結果を踏まえて日病協とし
て（見解などを）まとめることはしない。今後、関
連事例を重ねていく」と述べた。
　調査結果は、小山信彌氏（日本私立医科大学協会
病院部会担当理事）が、今後の厚生労働省のＡＤＲ
機関連絡調整会議で報告する予定だ。
　調査は２００９年４月－１０年３月に、１０００病院を対象
に実施。４００病院が回答した（回答率４０％）。４００病院
のうちＡＤＲの申し入れを受けたのは２０病院だっ
た。２０病院で２４件の申し入れを受けていた。病院が
正式に受理したのは２４件のうち１３件で、手術中の合
併症や手術の手技に関することなどだった。残りの
１１件については受け入れておらず、理由は「インフ
ォームドコンセントを十分に行っているのに一方的
な主張を展開している」「不当に高額な要求をされて
いる」などだった。
　また、「裁判を優先して解決を図るとの考えから、
ＡＤＲは認められない」「ＡＤＲを安易に活用する患
者・家族が増える可能性を危惧する」との意見があ
った一方で、「医事紛争の早期解決につながった」と
の建設的な意見もあった。
　邉見議長は「ＡＤＲだけで死因究明制度を論じる
のではなく、基本となる医療事故調査委員会や死亡
時画像診断（Ａｉ）と一緒に議論していくことが必
要ではないか」と述べ、日病協として一定の取りま
とめをする段階にないとした。
（２/２８MEDIFAXより）

経済的困難で「手遅れ」１年間で７１件／民医
連調査
　経済的事由から医療機関での受診が困難な状況に
陥り、病状が悪化して死亡に至ったと考えられる事
例は２０１０年の１年間で７１件に上ることが、民医連の
調査で３月２日、分かった。民医連は、窓口一部負
担金の軽減や、後期高齢者医療制度の即時廃止と老
人保健制度復活の必要性などを訴えている。
　国保の保険料の滞納などにより、無保険か短期証・
資格証明書交付という状況下で死亡した事例は４２件

で、前年から５件増加。正規保険証を持ちながらも、
窓口一部負担金の支払いが困難などの経済的事由で
受診が遅れ死亡に至ったと考えられる事例は２９件
（国保２３件、協会けんぽ３件、後期高齢者３件）で、
前年から１９件増えた。
　死亡に至った原因が「悪性腫瘍」の事例は全体の
約６割以上で、民医連は「医療・医学の進歩ととも
に早期診断・早期治療につながれば、悪性腫瘍でも
治療可能な疾患になりつつある。一方で、高額な治
療費負担が治療を妨げている」と指摘している。民
医連の加盟事業所１７６７施設から報告を受けた事例を
集計した。（３/３MEDIFAXより）

在支病、「在支診との連携」は３割／医療マネ
学会調査
　在宅療養支援病院（在支病）が在宅療養支援診療
所（在支診）と後方病床契約を結んでいるケースが
約３割にとどまるとの調査結果を日本医療マネジメ
ント学会がまとめた。同学会地域医療委員会の武藤
正樹委員長（国際医療福祉大大学院教授）は「在支
病の施設基準では在支診との連携は規定していない
が、地域在宅医療の定着を目指す上で、在支病が後
方病床の役割を果たすなど、在支診を積極的に支え
る機能が求められる」としている。
　調査は、在支病の現状把握を目的に２０１１年１－２
月に在支病３７４施設を対象に実施。有効回答数は１０６
施設（有効回答率２８.３４％）だった。１０６施設の内訳
は２０－９９床が５６施設、１００－２００床未満が５０施設だっ
た。
　地域の在支診との間で後方病床の契約をして連携
を図っている在支病は３２.０％にとどまり、在支診と
連携していないとの回答が６０.３％に上った。武藤委
員長は「在支病と在支診の連携が希薄である実態が
確認できた。ただ、一般診療所との連携も考えられ
ることから、（在支診だけでなく）一般診療所が在宅
医療で果たしている役割や実績なども十分に加味し
た報酬体系の構築が必要」と指摘した。
　在支病の届け出を行った理由（複数回答）では
「これまでも在宅に力を入れていた」が６７.９％で最も
多く、次いで「増収が期待できる」が４４.３％で、７
割近い施設が何らかの形で以前から在宅医療を手掛
けていたとした。在支病が所有する関連施設につい
ては居宅介護支援施設が最も多く、訪問看護ステー
ション、デイケアなどが続いた。
　在支病の施設基準については「２４時間訪問看護の
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提供」「２４時間連絡を受ける医師または看護師の配
置」「患家への情報提供」などのクリアに努力したと
の回答が多く、２４時間体制を敷くためのマンパワー
の確保が課題になっている現状があらためて浮かび
上がった。
●２４時間体制の維持へ輪番制の導入を
　回答施設からは「病床要件（２００床未満）は今のま
まがベスト」「２４時間体制の維持のため（地域の診療
所医師との）輪番制の導入を認めてほしい」「訪問看
護師が単回皮下注射や筋肉注射をできるようにして
ほしい」などの意見があった。２４時間体制の維持の
ための輪番制の導入については、複数施設が要望し
ていた。
　武藤委員長は「在支病は現在、脳卒中などで連携
パスを運用している。連携のノウハウは持っており、
在宅医療に生かす工夫が必要だ」と問題提起した。
（３/１１MEDIFAXより）

 

ＴＰＰ反対で「国民会議」発足／民主議員ら
「国民生活脅かす」
　菅直人首相が参加を目指す環太平洋戦略的経済連
携協定（ＴＰＰ）に反対する民主党の国会議員と有
識者らが２月２４日、「ＴＰＰを考える国民会議」（代
表世話人＝宇沢弘文・東京大名誉教授）を発足させ
た。ＴＰＰに反対する超党派の国会議員や団体など
にも参加を呼び掛けており、全国各地で対話集会を
開催するなどして、政府に慎重な対応を求める。
　設立趣意書では、ＴＴＰについて「関税撤廃を原
則としているばかりでなく、サービス貿易、投資、
人の移動など幅広い分野にわたる包括的協定であっ
て、国民生活を脅かす大胆な国内改革に対する懸念
を抱かざるを得ない」としている。
　東京・永田町で会見した宇沢氏は「一国の総理が
『第３の開国』などという無責任な発言をするのは許

せない」などと声を荒らげながら反対姿勢を強調。
世話人の一人である山田正彦前農林水産相も「新自
由主義に沿った形で話が進み始めている。民主党は
内需を中心とした福祉国家を目指していた。政権交
代の原点に戻らなければならない」と述べた。
●「自由診療、民間保険参入など問題生じる」
　ＴＰＰが医療に与える影響について山田氏は「混
合診療から自由診療、国民皆保険も民間の医療保険
が参入しなければならないとか、いろんな問題が生
じてくるのではないか」と懸念。宇沢氏も「それぞ
れの国がそれぞれの経済的、社会的、文化的条件の
下で国民が中心になって（制度を）選んでいくのが
医療だ」と述べた。
　山田氏は、農業団体をはじめ、日本医師会や日本
歯科医師会、日本薬剤師会などの医療団体のほか、
さまざまな分野の団体に国民会議への参加を呼び掛
けていると説明。２月２６日の甲府市を皮切りに全国
各地で対話集会を開き、「国民各層、各分野の考えを
まとめ、政治の世界だけでなく広く一般に訴える国
民運動を展開する」（宇沢氏）考えだ。
（２/２５MEDIFAXより）

市場原理主義導入を断固阻止／国民医療推進
協が決議
　日本医師会や病院団体など４０団体でつくる国民医
療推進協議会は２月１６日、東京都の日医会館で総会
を開き、医療への市場原理主義の導入を阻止し、国
民皆保険制度を守るとする決議を採択した。
　決議では「医療に市場原理主義が導入され、営利
産業化されれば優れた公的医療保険制度は崩壊し、
二度と取り戻すことができなくなる」と危機感を示
し、「国民皆保険制度の下、いつでも、どこでも、だ
れもが公平に受けることができる医療をこれからも
断固守り続けていく」とした。今後、都道府県医療
推進協議会で集会の開催や決議の採択などを行うほ
か、意見書を国会に提出するよう地方議員・議会に
要望する。さらに、国民医療推進協議会として、全
国各地からの決議文を持って政府関係各方面へ上申
する方針を決めた。（２/１７MEDIFAXより）
 

 
 

　記事文末に（MEDIFAXより）と記載しているものは、 
契約に基づき株式会社じほう発行の「MEDIFAX」より転
載・一部改変を許諾されたものです。 
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　講演の際、質問されるテーマは
時によって大きく変わります。と
ころが時期を問わず、いつでも必
ず出る質問があります。「マスコミ
はどうしてこんなに悪いのです
か？」という類の質問です。背後
には、今のマスコミが世論を誘導
して悪い方向にもっていこうとし
ているのではないかという、根深
いマスコミ不信があります。
　私は、マスコミが結託して 企 み

たくら

のもとに世論を誘導しているとい
う「陰謀論」には 与 しません。し

くみ

かし、マスコミに世論の形成や指
導の意図があることは事実ですし、
大きな力を発揮していることは否
定しようもありません。とくにマ
スコミが足並みをそろえたとき、
その効果は抜群です。

 

　では、マスコミはなぜ、しばし
ば論調が同一方向に 収斂 するので

しゅうれん

しょうか。それはマスコミの執行
部や論説委員らが、保守支配層の
「常識」を共有しているからです。
この「常識」は、保守支配層内の
さまざまなアクター、アメリカ政
府、財界人、官僚、有力保守論客
などの言説、そして彼らへの取材
を通じて得た情報を元に形成され
ます。問題は、近年メディアの違
いを超えて、強固な「常識」が形
成され、メディア報道の同一化が
進行していることです。
　強固な「常識」とは、日米同盟
の強化と構造改革の２つが必要だ
という「常識」です。冷戦終焉に
より、世界は自由な市場で統一さ
れ、中国の市場開放をはじめグロ
ーバル企業には大きなビジネスチ
ャンスが到来したが、進出先の市
場秩序維持のためには世界の警察
官としての軍事力が必要となった。
日本も世界の秩序維持のために貢

献すべきであり、そのためには日
米同盟は強化されねばならない。
米軍の世界的プレゼンスを擁護し、
協力することこそ国益にかなうと
いう「常識」です。
　構造改革推進についても強固な
合意が存在しています。それは、
大企業の世界競争激化のもと、日
本企業の競争力を強化するための
構造改革は不可避だ。もちろん改
革の痛みは緩和しなければならな
いが、それも改革の遂行、経済成
長により克服すべきであり、痛み
の緩和のために利益誘導や福祉支
出に走り、大企業負担を増加する
財政肥大を招くようなことがあっ
てはならないという「常識」です。
　そうはいっても、その大枠の中
で、各メディアには無視しがたい
色彩の違いはありましたが、昨年
の政権交代の後あたりから、論調
が急速度に一致し始めたのです。

 

　２００９年に政権交代し、民主党政
権が成立してからのこの１年は、
国民にとってだけでなく、マスコ
ミ人にとっても大きな未知の経験
でした。当初はマスコミも、「産経」
を除いて熱に浮かされたように鳩
山政権に熱い期待をかけるところ
が多く、「常識」も脇に追いやられ
ることしばしばでした。
　ところが、鳩山政権が国民の期
待に背中を押され、普天間基地の
グアム移転に固執し、福祉のマニ
フェスト実現にこだわって保守の
不動の枠組みから逸脱をみせるこ
ろから、俄然「常識」に目覚め、
鳩山政権に危惧を表明し始めたの
です。財界・アメリカ政府の危惧
も、政権交代熱病からの覚醒を助
けました。そして今年に入って、
鳩山政権が普天間で迷走をくり返
し、日米同盟の強化どころか危機

[一橋大学名誉教授]
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動の 昂揚 は、「年越し派遣村」で、
こうよう

大衆運動は報道しないという「常
識」を打ち破り、全国ネットで貧
困が市民に届けられたのです。こ
れが、マスコミの構造改革常識を
しばし沈黙させ、政権交代をもた
らす大きな要因になったことは明
らかです。
　市民の声は、こうした番組の続
出を励ましました。この声に支え
られて、現場は上層部の常識に挑
戦し、風穴を開けられたからです。
　マスコミは決して一枚岩ではあ
りませんし、世論に敏感に反応せ
ざるを得ません。いま、再び強力
な常識バネが働いていますが、運
動を背にした市民の声と現場、こ
の２つの力が合流することで、こ
の壁を打ち破り、構造改革でない
道をメディアに登場させる可能性
が拓けます。

だ。おまけに、不況と大競争下で
大企業の競争力回復の手を打たね
ば日本沈没だ。中国に対抗するた
めにも法人税引き下げは待ったな
し、さらに財源不足となるとなれ
ば、消費税引き上げ以外ない。こ
れが、消費税引き上げ翼賛論調を
支える「常識」だからです。

 

　では、どうしたらいいのでしょ
うか。メディアを支配している「常
識」を揺るがすしかありません。
その力は２つ。常識を疑う市民の
声と、マスコミ現場の手足である
報道記者たちの頑張りです。
　２００８年に放映されたＮＨＫの
「ワーキングプア」を覚えていらっ
しゃるでしょう。３度放映され、
構造改革でしか繁栄はないという
「常識」を打ち破りました。そして、
ＮＴＶ系の「ネットカフェ難民」
報道も後を継ぎました。市民の運

に陥りかねない状態が生まれまし
た。構造改革問題でも大きく後退、
ジグザグをくり返したものの、最
後まで消費税引き上げを 肯 じない。

がえん

ここにマスコミの強力な常識バネ
・ ・ ・ ・

が発動したのです。鳩山首相はジ
グザグをくり返したあげく、５月
２８日に日米合意に至りましたが、
「もはや鳩山では日本は沈没する。
鳩山を降ろせ」で新聞各紙・メデ
ィアは一致したのです。

 

　菅政権がそうした保守の枠組み
への復帰を期待されて登場したと
き、大新聞は、文字どおり、長年
にわたる「 恩讐 を越えて」、菅政権

おんしゅう

支持を打ち出します。「常識」崩壊
の危機に直面して、各紙が「遊ぶ」
余裕を失ったのです。
　典型例が消費税です。参院選公
示日の社説では、各紙が一致して、
菅政権が打ちだした消費税引き上
げ賛成で足並みをそろえました。
さらに驚いたのは、参院選で菅の
率いる民主党が大敗北したあとの
論調でした。これを、民主党政権
への「ノー」と捉えて総辞職か解
散を訴えた「産経」を除いて、「朝
日」も「読売」も菅政権の辞職を
求めなかったのです。「朝日」は露
骨に「有権者は民主党に猛省を迫
ったが、政権を手放すよう求めた
とまでは行かない」と勝手な屁理
屈で、菅政権を擁護しました。「読
売」は、菅民主党の敗北は消費税
引き上げを訴えたせいではない、
消費税問題で動揺した姿勢が原因
だとして、「ひるまず消費税論議を
進めよ」と訴えたのです。なぜで
しょうか？
　小泉ばりの福祉削減・リストラ
では、格差・貧困が露わになって
構造改革は続かない、しかし財政
出動を野放図に認めれば財政破綻

わたなべ・おさむ
１９４７年生まれ。専門は政治学、憲法、日本近代政治史。
著書に『新自由主義か新福祉国家か―民主党政権下の日
本の行方』（共著、旬報社）、『憲法９条と２５条・その力
と可能性』（かもがわ出版）、『構造改革政治の時代―小
泉政権論』（花伝社）、『憲法「改正」―軍事大国化・構
造改革から改憲へ』、『安倍政権論―新自由主義から新保
守主義へ』（旬報社）ほか多数。

クレスコ編集委員会・全日本教職員組合編集
月刊『クレスコ』12月号より転載（大月書店発行）



２０１０年度　第１７回　２０１１年２月２２日
【特別討議】
１．労働基準監督官の権限と対応
　　△講師＝社会保険労務士　桂好志郎氏

【各担当部報告】
〈総務部会〉
１．週間行事予定表の確認
２．今週の医療情報
３．保険医協会事務局職員旅行（１月22～23日）
状況

〈経営部会〉
１．白色確定申告書作成会（２月14日）状況
２．保団連近畿ブロック大阪国税局交渉（２月16

日）状況
３．白色確定申告説明会（２月17日）状況

〈医療安全対策部会〉
１．医療機関側との懇談（①２月15日②16日③21
日）状況

２．法律相談室（２月17日）状況
〈政策部会〉
１．保団連近畿ブロック反核平和部事務局会議
（２月９日）状況

２．環境対策委員会（２月18日）状況
〈保険部会〉
１．保団連『保険医のための審査、指導・監査対

策－日常の留意点』役員編集会議・作業（２
月６日）状況

２．保団連『保険医のための審査、指導・監査対
策－日常の留意点』第二次事務局編集会議・
作業（２月６～８日）状況

３．第638回社会保険研究会（２月10日）状況
４．京都市生活保護医療個別指導立ち会い（２月

16日）状況
５．保団連医科・歯科診療報酬改善対策委員会（２

月20日）状況
【各担当部議事】
〈総務部会〉
１．前回理事会（２月８日）要録と決定事項の確認
２．３月中の会合等諸行事及び出席者確認の件
３．各部会開催の件
４．第９回正副理事長会議（２月10日）状況確認
の件

５．下京西部医師会との懇談会（２月３日）状況

確認の件
６．綾部・福知山医師会との懇談会（２月５日）

状況確認の件
７．会員入退会及び異動に関する承認の件
８．文化ハイキング開催の件

〈経営部会〉
１．第57次保険医年金打ち合わせ会開催の件
２．医院継承講習会開催の件

〈医療安全対策部会〉
１．医療機関側との懇談の件
２．医療安全シンポジウム開催の件

〈政策部会〉
１．京都市急病診療所廃止に関する京都市懇談（２

月９日）状況確認の件
２．保団連第13回理事会（２月13日）状況確認の件
３．講演会「医学・医療に関わる倫理について考

える～人体の不思議展開催中止運動をきっか
けとして～」（２月20日）状況確認の件

４．乙訓地域包括ケアシンポジウムへの出席の件
５．「戦争と医の倫理」の検証を進める会第11回世
話人会参加の件

６．後期高齢者医療制度廃止と国保都道府県単位
化に関する学習会講師派遣の件

７．人体の不思議展を考える京都ネットワーク呼
びかけ人会議参加の件

８．福祉国家構想研究会「税・財政部会」会議開
催協力の件

９．国際シンポジウム「戦争と医の倫理」４月９
日プレシンポ参加の件

10．「戦争と医の倫理」の検証を進める会第12回世
話人会参加の件

11．「人体の不思議展」訴訟第１回口頭弁論参加の
件

12．福祉国家と基本法研究会「憲章・基本法2011
起草委員会」出席の件

13．環境ハイキング開催の件
14．京都市への「小学校卒業までの子どもの医療
費の窓口負担の無料化を求める請願書」提出
の件

15．『京都保険医新聞』（第2776号）合評の件
〈保険部会〉
１．大阪府保険医協会主催「新規開業講習会・新

規指定後個別指導対策」参加の件
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２．『保険医のための審査、指導、監査対策―日常
の留意点』原稿点検作業参加の件

３．理学療法士会・作業療法士会・言語聴覚士会
との懇談会開催の件

４．レセプト点検実施の件
５．京都市生活保護医療個別指導立ち会い出席の

件
６．中央法律事務所との懇談会開催の件
７．専門医会長との懇談会開催の件
　《以上３４件の議事について承認》

２０１０年度　第１８回　２０１１年３月８日
【各担当部報告】
〈総務部会〉
１．週間行事予定表の確認
２．今週の医療情報
３．京響メンバーによるサロンコンサート（２月

27日）状況
４．第６回ＩＣＴ検討委員会（２月24日）状況

〈経営部会〉
１．第８回保団連共済部会（２月20日）状況
２．金融共済委員会（２月23日）状況
３．第４回共済制度運営委員会（２月27日）状況

〈医療安全対策部会〉
１．医療事故案件調査委員会（２月25日）状況
２．医師賠償責任保険処理室会（２月28日）状況
３．医療機関側との懇談（①３月７日②16日）状況

〈政策部会〉
１．保団連近畿ブロック総会（２月19日）状況
２．出版編集会議（２月24日）状況

〈保険部会〉
１．大阪府保険医協会主催「新規開業講習会・新

規指定後個別指導対策」（２月23日）状況
２．『保険医のための審査、指導、監査対策―日常

の留意点』社保審査対策部会前日の原稿点検
作業（２月26日）状況

３．2011年度第１回保団連社保・審査対策部会
（２月27日）状況

４．保険審査通信検討委員会（３月４日）状況
【各部会報告】
１．各部会（３月１日、保険部会：３月４日）状

況と決定事項確認の件
〈総務部会〉
①地区医師会との懇談会の日程・出席確認
②第64回定期総会の運営確認

③代議員・予備代議員選挙について確認
④2011年２月度会員増減状況の報告
⑤会計半期収支点検の日程・出席確認
⑥新規開業未会員訪問状況の報告
⑦会員の入会についての報告
⑧第２回コミュニケーション委員会の開催確認
⑨文化企画についての確認
⑩ＩＣＴ検討委員会の開催確認
⑪地区・専門医会会報等の収集及び回覧

〈経営部会〉
①地区医師会との懇談会の日程・出席確認
②代議員月例アンケートの実施確認
③融資制度関連の確認と検討
④保険医年金制度関連の確認と検討
⑤休業補償制度関連の確認と検討
⑥保険医年金関連の確認と検討
⑦医師賠償責任保険関連の確認と検討
⑧針刺し事故見舞金制度の確認
⑨こども総合保険の料率改定についての確認
⑩保団連消費税増税反対署名の状況報告
⑪アミス事業関連の確認と検討

〈医療安全対策部会〉
①地区医師会との懇談会の日程及び資料の確認
②2011年２月度医事紛争状況報告
③2010年度医事紛争状況中間報告
④全国における医事紛争状況報告
⑤広島県保険医協会機関紙での「医療安全対策の
常識と工夫（心得第Ⅱ章）」の転載について

⑥医療安全シンポジウムの運営確認
⑦医療事故案件調査委員との懇談会の運営確認
⑧ＤＶＤ、出版物等の販売状況の確認
⑨『京都保険医新聞』への投稿記事についての確認

〈政策部会〉
①地区医師会との懇談会の日程及び資料の確認
②３月の主なスケジュールの確認
③医療制度検討委員会についての意見交換と確認
④地域包括ケア検討委員会設立に向けての確認
⑤京都市との「地域ごとの包括的ケア体制整備に
関する要請と懇談」開催の検討

⑥皆保険50周年記念講演会の開催確認
⑦「社会保障憲章・社会保障基本法2011」完成後
の取り組みの検討

⑧代議員月例アンケートについての検討
⑨調査活動全般についての確認
⑩「子どものいのちと健康を守ろう！元気フェス
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タin京都」の準備状況確認
⑪近畿の不活化ポリオ接種医療機関の確認
⑫「人体の不思議展」開催中止を求める運動の今
後について

⑬戦争と医の倫理を考える取り組みについて
⑭出版関連事項の確認
⑮保団連近畿ブロック会議の日程等の確認
⑯京都社会保障推進協議会の取り組みの確認
⑰エコキャップ運動の終了文書の確認
⑱反核・平和関連の取り組みの確認
⑲調査関連の取り組みの確認
⑳環境対策関連の取り組みの確認
嬰九条の会アピールを支持する京都医療人の会の
取り組みの確認
影メディパック発送日の確認

〈保険部会〉（３月４日）
①地区医師会との懇談会の日程及び資料の確認
②新点数・診療報酬改善対策の確認と検討
　１）診療報酬改善対策委員会の開催
　２）2012年診療報酬・介護報酬改定対策
　３）理事会への保団連による中医協概要の報告
③医療ＩＴ化問題対策の確認と検討
　１）医療ＩＴ化問題対策の今後について
④社保対策の確認と検討
　１）リハビリ及びリハビリ施設対策
　２）専門医会長との懇談会の開催について
⑤公費負担医療対策の確認と検討
　１）京都版『公費負担医療等の手引』の発行
　２）保団連版『公費負担医療等の手引』の編集

作業への協力
⑥審査、指導、監査対策の確認と検討
　１）支払基金「新しい画面審査システムについ

て」
　２）指導に関する相談
　３）新規個別指導結果アンケート
　４）京都中央法律事務所との懇談会
　５）保団連『保険医のための審査、指導、監査

対策―日常の留意点』をテキストとした説明
会の開催

　６）理事会特別討議「保団連『保険医のための
審査、指導、監査対策』を用いた学習」

　７）新規開業医向け審査・指導講習会
⑦医療施設問題対策の確認と検討
　１）施設基準適時調査関係
　２）医事担当者連絡会議
⑧研究会関係の確認と検討

【各担当部議事】
〈総務部会〉
１．前回理事会（２月22日）要録と決定事項の確認
２．2010年度１月分収支月計表報告状況確認の件
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４月のレセプト受取・締切
12日㈫

労
災

10日㈰9日㈯8日㈮
基金
国保 ◎◎○○

※○は受付日、◎は締切日。
　受付時間は午前９時～午後５時です。

4月の相談室
担当＝坂本建築士４月１３日（水）午後２時～医院・住宅

新（改）築
担当＝三井生命のＦＣ
　　　（ファイナンシャルコンサルタント）４月２１日（木）午後１時～ファイナンシャル
担当＝莇弁護士４月２１日（木）午後２時～法 律
担当＝本宮社会保険労務士４月２１日（木）午後２時～雇 用 管 理
担当＝藤田税理士４月２７日（水）午後２時～経 営

開催日の３日前までに協会事務局へお申込み下さい。３０分間無料です。



３．２月度会員増減状況
　　△2011年２月28日付会員数＝2518人
４．会員入退会及び異動に関する承認の件
５．西京医師会との懇談会（２月15日）状況確認
の件

６．山科医師会との懇談会（２月17日）状況確認
の件

７．相楽医師会との懇談会（２月19日）状況確認
の件

８．全国事務局長会議への出席の件
９．保団連近畿ブロック事務局長会議への出席の

件

〈経営部会〉
１．国税通則法「改正」案の見直しを求める要請
（ＦＡＸ要請）実施の件

〈医療安全対策部会〉
１．第274回関西医事法研究会への出席の件

〈政策部会〉
１．医療制度検討委員会開催の件
２．『京都保険医新聞』（第2778号）・『メディペー
パー京都』第140号（第2777号）合評の件

〈その他〉
１．理事者申し合わせよるお香典お供えの件
　　《以上１５件の議事について承認》
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１口１万円　３０口限度（３０万円）

１口５０万円　毎回４０口（２,０００万円）
※手数料との関係で１.２５８％の利率が続くと仮定して、新たにご加入される月払については４年以上、
一時払で２年以上の長期にわたって積立されることをお勧めします。詳しくは、３月末送付の年金
パンフレットをご覧下さい。
◎普及担当の生保営業員がご説明に伺った際には、ご面談下さいますようお願いいたします。

保険医年金
  4月 1日より普及開始！

4月1日（金）～6月20日（月）
 ※2011年９月１日付け加入です

0.002％up 閣1.258％ （2011年３月１日現在）

加入申込
期　　間

予定利率

 一時払（満79歳以下の会員で月払に加入している方）

月払（満74歳以下の会員）

現在ご加入の年金を一部あるいは全部解約し、新たに加入申込みされる場合は
6月10日（金）までに解約書類を協会事務局までご提出下さい。保険医年金に関
するお問い合わせは、京都府保険医協会・経営部会まで。

ご注意下さい！

　お知らせ　
2011年３月１日より受託会社に

“日本生命・太陽生命”が加わり
さらなる安全性を確保しました！
　ぜひ加入をご検討下さい。

【引受割合】
三井生命保険株式会社（幹事） 　36.19％
明治安田生命保険相互会社 32.91％
富国生命保険相互会社 14.90％
ソニー生命保険株式会社 1.00％
日本生命保険相互会社 10.00％
太陽生命保険株式会社 5.00％

解日本生命、太陽生命については、今秋からの
普及活動参加となります。
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子どものいのち 健康を守ろう子どものいのち　  健康を守ろう！！と 世界髄膜炎デーの４月２４日、子ども
の健康と子育てに役立つ市民参加企
画を開催。参加無料、要申込。

inin京京都都

日　時　4月24日（日）（世界髄膜炎デー）
　　　　午前10時～午後3時30分
会　場　こどもみらい館
　　　　（京都市子育て支援総合センター）
　　　　中京区間之町通竹屋町下ル
①バザー・歌かみしばい　１０:００～１２:００　第１研修室（４F）
②ベビーマッサージ　１０:００～１２:００　第３研修室（２F）
③小児科のお医者さんと話そう　１２:００～１３:００　第３研修室（２F）
④講演会　ワクチンは安全ですか？ 教えてください、本当の話
　１３:００～１５:００　第１研修室（４F）
　講師：武内 一 氏（耳原総合病院小児科、佛教大学社会福祉学部）
⑤バルーンリリース　１５:００～　公園
　特別ゲスト　まゆまろ（国民文化祭・京都２０１１ＰＲ隊長）
主　催　子どものいのちと健康を守ろう！ 元気フェスタin京都実行委員会
　　　　（ http://childrengenkifestival２０１１.web.fc２.com/）
問合先　京都府保険医協会

　ご家庭に眠っているお品物をご寄付下さい。特に、子ども服・
育児用品・おもちゃ・絵本・日用品（タオル・シーツなど）・雑
貨類、大歓迎です。
＊食品類・大きい物は保管が難しいためお断りさせていただい
ております。

物品受付期間：4 月1日（金）～２０日（水）
　着払いのお品物は受け取りで
きません。ご了承下さい。事前
にご提供くださる品物・点数に
ついてご連絡の上、協会住所に
お送り下さい。バザーの収益は、
早期発見と予防で子どものいの
ちと健康を守る活動に使わせて
いただきます。

バザーの品物募集しています

参加
無料
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